
 

 

 Vol.6 Supplement                   第 6 巻 特別号                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Japan Society for Maritime Activity 

 

日本海洋人間学会 
 

Japanese Journal of Maritime Activity 

 

March 2018                 平成 30年 3月 

ISSN 2187-0691 

 

日本海洋人間学会第６回大会 

大会シンポジウム 特別号 

海洋人間学雑誌 



 

 

 

目    次 
 

   

第 6 回学会大会基調講演 

 「海洋教育の方向性：求められる海洋人材を育む教材・体験学習の在り方」 

  講演：髙橋洋子（文部科学省） 

  司会：久門明人（独立行政法人 海技教育機構）････････････････････････････････  1 

 

シンポジウム１「海洋人材確保の方向性」 

  司会：千足耕一（東京海洋大学学術研究院）･････････････････････････････････････  5 

シンポジスト：齋藤  雄（国立若狭湾青少年自然の家）  

「幼児期からの海辺の体験活動 

：子どもたちがうみとともだちになれますように」･･････････ 5 

小正和彦（横浜市教育委員会事務局）  

「小学校における海辺の体験活動への取り組み 

：都市部における ESD からのアプローチ」･･････････････････ 9 

丸﨑敏夫（愛知県立三谷水産高等学校）  

「高等学校（水産高校）における人材育成 

：自校の取組を主体として」･････････････････････････････ 16 

 

シンポジウム２「海洋分野における若年層育成のあり方」 

  司会：熊田公信（独立行政法人 海技教育機構）･･･････････････････････････････  22 

シンポジスト：小栗謙司（日本かつお・まぐろ漁業協同組合）  

              「遠洋かつお・まぐろ漁業における 

最近の新規就業者確保に係る取り組みについて」･････････  22 

脇 修一（株式会社商船三井）  

「外航船社における人材育成」･････････････････････････････････ 26 

立石尚登（NS ユナイテッド内航海運株式会社）  

「内航海運会社における若手船員の人材育成」･･････････････････  30 

編集後記/34 



海洋人間学雑誌 第 6巻・特別号                                                       海洋教育の方向性・高橋 

 1

□基調講演□ 

海洋教育の方向性：求められる海洋人材を育む教材・体験学習の在り方 

 

髙橋洋子 1 
1文部科学省 

 

海洋人間学雑誌, 6(Suppl):1-4, 2018. 
キーワード： 海洋教育, 学習指導要領, 教科書, アクティブ・ラーニング, 体験学習 
 

Ⅰ．目  的 
 我が国の教育課程の基準として大綱を示す学習指導
要領は、2017 (平成 29)年 3 月、小学校と中学校の改訂
が告示された 1,2)。その中で、グローバル化、少子高齢
化、IT 化等が急速に進展する社会を見据えて、育成を
目指すべき資質・能力が明示された。一方、教育につな
がる、海洋を基盤とする取り組みが全国規模で展開さ
れ、官民連携したプロジェクト等も広がりをみせ、海洋
教育推進の動きには高まりが感じられる。 

「海洋」は、次期学習指導要領においてどのように位
置付けられたのか。また、海洋教育を展開するための教
材開発が課題として指摘されているが、その在り方は
変わるのだろうか。本稿では、社会科の学習指導要領を
取り上げて分析し、さらに目標を実現するための教材
の方向性を展望する。 

さらに、海洋人材として期待される像にふれながら、
海洋のアクティブ・ラーニングの軸として位置付けら
れる、海の体験学習の在り方を巡って考察することを
目的とする。 
 
Ⅱ．次期学習指導要領の基本理念 
1．おもな経過 

2014 (平成 26)年 11 月、文部科学大臣から中央教育
審議会に対して、「初等中等教育における教育課程の基
準等の在り方について」諮問がなされ、それを受けて同
年 12 月、教育課程部会・教育課程企画特別部会が設置
され、専門的見地からの検討が始まった。この時点をキ
ックオフとして位置付ければ、「次期学習指導要領等に
向けたこれまでの審議のまとめ」（2016（平成 28）年 8
月）の取りまとめを経て、今回、学習指導要領改訂の告
示公示に至るまでの期間は、足掛け 4 年となる。議論
を深めるのに十分な時間を掛け、丁寧な審議が行われ
たと言えよう。 
 
2．改訂の背景と目標 
 次期学習指導要領改訂の背景として、グローバル化、
少子高齢化、IT 化等、様々な社会の大きな構造変化が
起こっていることが挙げられる。「子供たちの 65％は将
来、今は存在していない職業に就く（キャシー・デビッ
ドソン、ニューヨーク市立大学大学院センター教授）」
や、あるいは、「今後 10 年～20 年程度で、半数近くの
仕事が自動化される可能性が高い（マイケル・オズボー
ン、オックスフォード大学准教授）」などの予測がしば 
 
 

 
しば引用され、引き合いに出される。これらの未来予測
は、ある意味で日本社会にも当てはまる。変化の激しい
社会において、よりよい社会を創っていくためには、よ
りよい人生を送るためにはどうしたらよいか、という
ことが今回の改訂の背景を構成し、大きな目標ともな
っている。 
一方、学習指導要領改訂後、周知・徹底期間を経て、

教科書制度における検定・採択等、教科書使用に至るま
での経緯を含めて考えると、改訂後、全面実施となるま
でにはさらに時間を要する。小学校の例を示せば、全面
実施は 2020（平成 32）年度、中学校の例では、全面実
施は 2021（平成 33）年度の予定である。学習指導要領
が、その時点から 10 年間使われるとして考えると、そ
のころの日本社会の未来を予測することは極めて困難
でもある。 

 
3．改訂の基本的な方針 
目標を社会と共有し、社会に開かれた教育課程を目

指して行われた改訂であるが、育てるべき資質・能力が
明確に示されたことが、特色の一つである。また、教育
現場では若い教員が急速に増えつつあるため、指導経
験の浅い教員にも理解し易い学習指導要領として、確
実に引き継いでいかなくてはならない状況もある。 
育成を目指すべき資質・能力は、「知識・技能」、「思

考力・判断力・表現力等」、「学びに向かう力、人間性等」
からなる三つの柱として整理された。順に示せば、「何
を理解しているか、何ができるか」そして、「理解して
いること・できることをどう使うか」さらに、「どのよ
うに社会・世界と関わり、よりよい人生を送るか」を総
合的に捉えて構造化が図られた。 
一方、学習指導要領において、記載の構成上，「知識・

技能」と「思考力・判断力・表現力等」とに分けて、ね
らいを明確に示す改善が施された。このように学習指
導要領が大きく変わることを反映して、教科用図書（教
科書）、教材も大きく変わる。 

 
4．授業改善の視点と方法 
 次期学習指導要領のもう一つの特色は、アクティブ・
ラーニングの視点からの授業改善で、「主体的な学び、
対話的な学び、深い学び」として捉えることができる。
すでに、小学校や中学校については、アクティブ・ラー
ニングの視点からの優れた実践も積み重ねられてきて
いる。一方、アクティブ・ラーニングの視点自体は、元々
は大学教育における改革を指すと言われる。それらを

筆頭者連絡先 : 〒100-8959 東京都千代田区霞が関 3 丁目 2 番 2 号 
e-mail: yoko-o-t@mext.go.jp 
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踏まえれば、特に高等学校における教育に関して、さら
なる発展・向上が求められることになる。 

ところで、小学校、中学校の次期学習指導要領では、
社会科において海洋の扱いに充実する方向での変更が
見出せる。海洋教育推進に向けて継続的な活動を行っ
てきた我々としては、この動きが着目されるので、次に
取り上げて述べることにする。 
 
Ⅲ．次期学習指導要領における海洋の位置付け 
1．学校教育と教科書における海洋の学習 

2007 (平成 19)年海洋基本法が制定され、それを受け
て策定された海洋基本計画の中で、海洋教育の充実が
謳われた。現行学習指導要領には、海洋教育の充実と推
進に向けた動きとして反映されている。社会科の教科
書においても海洋国家としての我が国の姿や、国土を
取り巻く海洋の記述等が充実してきたところである 3)。 

ところが、理由は不明だが筆者の個人的経験として、
海洋・海事関係者から、「今の教科書には、海のことが
ほとんど載っていない」との指摘を受け続けてきた。そ
の都度、学習指導要領が充実し、たとえば社会科の教科
書では着実に海洋の記述が増加していることなど、客
観的分析として個人の立場で説明してきている。 

ただし、学習指導要領は、学習内容等について、いわ
ゆる上限を定めた規定ではない。たとえば教科書にお
いて、もっと詳細に取り上げることなどを妨げないも
のと認識している。したがって、現行学習指導要領下の
教科書において、分量的にも内容的にも、海洋について
現状を超えて取り上げることは可能であったと言える
と考える。 

 
2．社会的事象や国土認識の学習 

それでは、次期学習指導要領で、海洋に関わる記述は
どのように充実するのだろうか。そのキーワードは、小
学校社会科では主に 5 年生、中学校では社会科地理的
分野において見出すことができる 4)。すなわち、「海洋
国家」、「海運（造船）」である。領海等我が国の管轄海
域を含む国土の学習、および流通や物流の学習の一環
として海運が取り入れられ、造船業の文言も盛り込ま
れて、学習指導要領の内容等に明記された。 

 
A．海洋国家 

「海洋国家」の方は、小学校では、海洋に囲まれ多数
の島からなる我が国の国土の様子を捉え特色を考える
内容、中学校では、日本の地域構成の学習中、我が国の
海洋国家としての特色を取り上げて考察、表現する内
容として、それぞれ明示された。現行学習指導要領でも
扱われるが、今回、「思考力・判断力・表現力等」の育
成をねらいとする位置付けで明示されたことが注目さ
れる。 

 
B．海運（造船） 

一方、「海運（造船）」は、小学校で「現代社会の仕組
みや働きと人々の生活」中、流通と貿易や運輸の学習が
充実した一環として、海上輸送の役割が明記された。中
学校でも、地理的分野における日本の地域的特色を理
解する視点の一つとして、物流を担う海上輸送が明示
的に取り上げられた。多面的・多角的な考察を求める位
置付けであることが特筆される。 

3．分析 
ここで細かく述べた理由は、「海洋国家」も「海運（造

船）」も、どちらも単なるコンテンツではないことを強
調したいからである。将来につながる現代的な諸課題
を踏まえて、教育内容の見直しを図ることが必要であ
るとした、中央教育審議会答申（2016（平成 28）年 12
月 21 日）を背景とした対応が求められる。 
趣旨をかみ砕けば、四面環海の国土・日本列島が直面

する諸課題を把握して自らの問題として認識し、場面
に応じて、例えば主権の行使が認められる海域を巡っ
て、あるいは低いエネルギー自給率および食料自給率
とその輸入に関わってなど、知識を活用し構想してい
く力の育成につなげなくてはならないということであ
る。生徒たちに求める力として、決して容易な目標では
ない。達成に向けて大切なことは多くあるが、適切な教
材開発はその一つに違いない。 
そこで次に、海洋を扱う教材の方向性を展望する。 

 
Ⅳ．海洋教育推進のための教材の在り方の展望 
1．海洋教育と教材の在り方 
学習指導要領改訂を反映して主たる教材である教科

書が大きく変わっていくのに伴い、学習活動を補助す
るさまざまな教材にも創意工夫が求められる。また、海
洋教育へのアプローチやその展開に関しては、学習指
導要領改訂後、どのように変化するのか興味深い。これ
からの海洋教育を具現化する教材に対する期待が高ま
るのと同時に、その開発は大きな課題となっている。 

 
2．知識力を育てる教材 
育てるべき目標とする「力」によって、教材の在り方

は方向性を異にする。先に、社会におけるさまざまな場
面で活用できる知識「力」を身に付けるための教材の在
り方から示す。 
社会的事象に関する理解を促す手立てとして、良質

な素材を系統的に構成するためには、正確性の高い情
報が必須の要素となる。流通・物流学習の例では、先端
動向の情報提供など、業界団体等と幅広い連携をはか
りたい。そのため、官公庁のリーダーシップにも期待し
たい。 

 
3．思考力・判断力・表現力等を育てる教材 
次に、それでは未知の状況にも対応できる「力」を育

むことを目指す教材の方向性は、いかようか。それは、
社会に見られる課題を把握して、主体的にその解決に
向けて構想する学習を構成する教材の在り方として見
出すことができる。すなわち、「主体的・対話的で深い
学び」の視点を具現化する学習素材であって、アクティ
ブ・ラーニングを実践するための創意工夫が強く求め
られる。 
そこで、海洋に対する興味や関心を持たせて「主体的

な学び」を喚起し、生徒同士の協働による「対話的な学
び」の展開に結び付く、海洋を学ぶための教材の在り方
について探ることとする。さらに、海洋の「深い学び」
を実現し、アクティブ・ラーニングの視点につながる教
材の方向性を展望する。 
 
Ⅴ．実践事例 
1．世界の海の数と名前 
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筆者は、海を主題とする授業を実践してきた 5)。生徒
にとって身近に感じられる話題から紐解いて興味や関
心を引き出し、対話的な協働する活動へと導き、現代社
会の課題を扱って学習活動を深めることも視野に入れ
て構成してみた。日本の現代社会が抱える課題の一例
として、ここでは、日本と韓国との間で議論のある日本
海呼称問題を取り上げることを想定した 6)。その概要を、
次に示す。ただし、実践ごとに、高校生、大学生、大学
院生、教員等、対象は異なる。そのため、実際には、学
校種等を考慮して、内容に変更を加えながら試みた。 

授業冒頭で「問 1 世界に海は幾つあるか」の問いを
生徒等に投げる。海に対して、幾つのように数えること
が出来る対象とは捉えていない生徒等がほとんどであ
る。このため、興味を喚起する。続けて、「問 2 太平
洋に、改めて名前を付けてみよう。付けたいと思う名前
の根拠などについて説明し合ってみよう」として、対話
活動を促す。問 1、問 2 とした学習課題の長所は、誰も
が参加できることである。つまり、海が幾つあるか、自
分の思い付きを言うことはできるし、一方、名付けとい
う作業は、一般的に興味を引かれる活動と言えるから
である。 

次に、回答例を示す。「問 1」の場合、0 から無数（多
数で数えきれない）まで答えが分かれる。「1 つ」は、
地球科学的な正解の一つと言える。全ての海を指す言
葉として、昔から「七つの海」という言い方がある。「7
つ」も正解の一つである。一方、実践者（筆者）から、
「66」として捉えることもできることを提示する。ここ
で世界の海の数を「66」とした根拠は、国際水路機関
（IHO）発行のガイドライン『大洋と海の境界（S23）』
及び附表による 7)。 

「問 2」は、既述したように対話的な活動として行っ
た。回答例には、「平和の海」、「友好の海」などが、必
ず登場する。生徒等に名付けの根拠を尋ねると、歴史学
習で「太平洋戦争」を用語として習っているので、平和
を願う気持ちを託したとのことだ。 

さらに、対話的な活動として、同一の海にも関わらず
呼び名が異なる事例があったとして、その場合の長所
と短所とを考えさせた。長所と短所では、短所としての
回答数の方が勝る。筆者の経験上、「船舶の安全航行の
妨げとなる」ことを指摘する回答は自ずと出てくる。 

対象とする集団の資質や周囲の環境等を見極めた上
で、地図帳等を使って世界の海の名前の由来を考えて
みる活動や、日本海呼称問題に踏み込むことも考えら
れる。授業の冒頭、「今日は日本海呼称問題について学
習する」として、教員が知識中心に解説、説明をする展
開と比較してほしい。比較の観点は、生徒の関心を引き
出せるか、興味を待たせて取り組ませることが出来る
か、自らの問題として問題意識を喚起できるか、という
点等である。 

諸課題を深めながら授業で扱うには、工夫が必要で
ある。そのため、興味を引き出して主体的な学びにつな
げ、話し合ったり発表し合ったりする協働作業を伴う
対話的な学びの延長に置く形として構成してみた。 

 
2．考察 

ここで本実践事例について分析し、コンテンツを基
準として教材を捉えるのではない、コンピテンシーを
ものさしとして捉えていく流れに位置付けて、今後、求

められる教材の在り方について考察する。 
『大洋と海の境界（S23）』及び附表は教材と言える

のかどうか。「教材とも言えるが、教材ではないとも言
える」と筆者は考える。また、世界の海の数として「66」
という数を暗記させる必要があるだろうかと言えば、
覚えさせる必要は無い。これらは、生徒に興味や関心を
喚起したり、協働を促したりして、そこから学びを深め
させるための導きだからだ。 
本事例においては、唯一の正解にたどり着く学習の

流れのみを促すのではないし、学習課題としての「問い」
に対する正解は一つに定まらない。また、オープンエン
ドでもある。一方、「問い」から「答え」へと向かうベ
クトルと反対向きの学習過程も考えられる。すなわち、
例を示せば、海の名前に関連して地図や新聞記事等を
資料として提示し、それらから「問い」として学習課題
を生徒自らに見出させる展開である。改めて述べるま
でもないが、このとき、資料とは教材のことである。 
 
Ⅵ．教科横断的、総合的な学習としての海洋教育 
1．海の体験学習 
海洋のアクティブ・ラーニングを考える際、軸として

位置付けられるのは海を舞台とする体験学習である。
特色は、学校教育における教科の枠組みの中に据えら
れた海洋の学習に対して、単に教科横断的・総合的であ
るというだけではない。 
本稿では前章まで主に社会科に例を取って議論して

きたが、Ⅵ章では、総合的な学習の時間等を念頭に置い
た海の体験学習を取り上げる。すなわち、多面的な海に
対する多角的な視点からのアプローチを、海洋をプラ
ットフォームとして紐付けられる学習の在り方として
探究する 8)。 
従来、教科横断的・総合的な学習の形で実践されてき

た海洋教育の狙いは、探究的な見方・考え方を働かせて
課題を見出し、解決に向けて構想し、自己のよりよい生
き方を見出していくための資質・能力を育成すること
であった。教育は、単に知識や概念、技能の習得だけを
目当てとするのではない。それらを基に現代社会を読
み解き、積極的な社会参画を促す能動的・主体的な力を
育成することが目指される。生徒の生きる力を育むこ
とを目指す海を舞台とする体験学習において、この方
向性は不変である。 
中央教育審議会答申において、教育内容の改善・充実

に関わって、現代的諸課題への対応とともに体験学習
の充実について言及があり、今般の改訂で改善が目指
されている。新しい試みという訳ではないが、現代的諸
課題とともに、地域の伝統文化や防災教育、産業教育、
キャリア教育など、海の体験学習の対象や目あてとす
ることが考えられるのではないか。多面的な海洋に対
する多角的な視点からのアプローチとして、自ら課題
を見出し、解決に向けて構想する活動を通して深い学
びにつなげる、総合的な探究学習の実践となるのに違
いない。 

 
2．限界性と課題 
ここで、講演に対する質問として、有益な問いが投げ

かけられたことを踏まえて、海の体験学習の問題点と
限界性を本稿に記す 9)。第 1 は、地理的な問題である。
内陸など海から遠い場所では、現実的に体験学習を実
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施するのに困難が伴う。第 2 は、安全性確保の課題で
ある。実施に当たって、水難事故の危険性への万全の対
策が求められる。そして、これらの理由から、安全性確
保の意味合いを含めて当面、地理的条件に適う地域を
選ばざるを得ないのが、限界性と言える。課題や限界を
克服しながら、体験の効果や魅力を引き出す海の学習
を実現していきたい。 
 
Ⅶ．結  論 

最後に次の 3 点を指摘して、結論とする。 
1 点目は、知識の獲得を目指す教材とアクティブ・ラ

ーニングのための教材は、方向を異にする。唯一の正解
を求めさせるのではなく、正解が一つに定まらなかっ
たり、オープンエンドとなったりする「問い」について
考えを深めさせるための資料は、後者の教材の一例で
ある。その中から学習課題を生徒自らに見出させる、そ
のための教材という在り方も重要だ。 

2 点目は、多角的な視点からのアプローチが考えられ
る多面的な海洋の体験学習は、探究学習として、教科横
断的、総合的な海洋教育として扱われるべきである。自
ら課題を見出し、主体的に解決に向けて構想する力の
涵養を目指す、深い学びにつなげることが、その目標で
ある。 

3 点目として、前章まででふれなかったが、次のよう
に考える。学習内容や教材について、公正な価値観、適
正な行動規範や職業意識を身に付けるのに役立つ内容
を構成しているか、生徒にとって学びたい、学ぶ必要と
価値とを実感できる学びとなっているか、振り返るこ
とが必要だ。また、今般の改訂をきっかけとして、海洋
教育に見られる動きを次の段階への推進力とできるか
どうか、行政、産業界、学校現場そしてマスコミ等の「一
体感」が重要な鍵となるのだろう。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

なお本稿は、筆者の研究成果等を記した論文である。
本稿が基づく講演とともに、文部科学省の公式見解等
を示す報告ではない。また本稿は、次期高等学校学習指
導要領等に一切言及しない。 
 

引用文献 
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_4_2.pdf 
2)「中学校学習指導要領」 
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□シンポジウム「海洋人材確保の方向性」□ 

幼児期からの海辺の体験活動：子どもたちがうみとともだちになれますように 

  

齋藤 雄 1 

1独立行政法人国立青少年教育振興機構国立若狭湾青少年自然の家 
  

海洋人間学雑誌, 6(Suppl):5-8, 2018. 
キーワード：海の体験活動, 幼児期, 指導者研修, 絵の変化, 青少年教育施設 
 
 

国立青少年教育振興機構国立若狭湾青少年自然の家
は、福井県小浜市にあり、国立少年自然の家（当時）
の第 9 番目として昭和 59 年 4 月に設置されました。国
立青少年教育振興機構は、全国 28 箇所に施設がありま
す。当施設は、京都丹後半島の経ヶ岬と福井越前岬の
間に広がる若狭湾のほぼ中央に位置しています。施設
の目の前には海が広がり、国立施設の中で、最も海に
近い施設となっています。また、背後には標高約 300
メートルの山々が連なり、起伏に富んだ地形を作って
います。つどいの広場からは、遠く丹後半島に沈む夕
日を眺めることができます。主に小中学校の自然教室
や宿泊訓練、高等学校の新入生オリエンテーション、
社会教育団体等の合宿研修などで、年間約 8 万人の方
に利用していただいています。主な活動は、カッター
活動、スノーケリング、シーカヤック、野外炊飯、ハ
イキングなどです。 

海に面した当施設の特色を生かし、平成 27 年度から
幼児を対象とした海の体験活動の普及に取り組んでい
ます。地元である小浜市と連携し、年長児を対象とし
た「わかさわん うみはともだち」（以下、うみはとも
だち）と保育士等を対象とした「幼児の自然体験指導
者養成研修」（以下、指導者研修）の 2 つの事業を実施
しています。 

なぜ、低年齢期の海の体験活動に取り組もうとした
のか。当施設の現状ですが、幼稚園・保育園の利用は
これまでほとんどありませんでした。また、全国的に
見ても、低年齢期の海の体験活動の事例があまり多く
ありません。当施設の特色である海は、透明度も高く、
周りに住居や他の建物、施設がないことから、プライ
ベートビーチのような雰囲気があります。この海とい
うフィールドをもっと活用したい、海と親しむ機会を
増やしたい、そんな思いも抱いていました。また、子
どもたちを自然の中で育てていこうという「森のよう
ちえん」という取り組みも全国的に広がりを見せてい
ます。そこで、当施設のメインである海を活用し、ま
ずは地元である小浜市の幼児を対象として事業を計画
することとしました。 

小浜市民生部社会福祉課（当時）の協力のもと、平
成 27 年 2 月に公立・私立のこども園・幼稚園・保育園
の園長先生方が集まる会議に参加させていただき、「2
〜3 園でもよいので、当施設で自然体験をしませんか？

また、指導者研修もしたいと思いますので、参加しま
せんか？」と提案したところ、「ぜひ、全園でやりまし
ょう。指導者研修にも各園から 1 名程度参加します。」
と予想以上によい反応をいただくことができました。
さらに、公立・私立、幼・保の枠を超えた連携として
「おばまっこ教育・保育連絡協議会」として、事業の
連絡調整等のための組織を作っていただいています。
この背景には、自然体験に理解のある教育長や保育園
園長のサポートがありました。こうして、今でも地域
との連携をしながら、事業を進めていくことができて
います。 

年長児の自然体験活動の現状について、平成 28 年度
に小浜市の年長児の保護者（回答者 220 名）を対象に
アンケート調査を実施しました。年長児の保護者に子
どもの自然体験活動の実態や保護者自身の自然体験等筆頭者連絡先 :〒917-0198 福井県小浜市田烏区大浜  

e-mail : y.saitou@niye.go.jp 
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図1. 年長児の自然体験の実態
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図2. 保護者の自然体験の実態
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について尋ねたものです。その結果を図 1に示します。
この調査項目は、国立青少年教育振興機構が実施した
「青少年の自然体験活動に関する実態調査」（平成 26
年度調査）の項目を参考に一部修正しています。異な
る調査のため、参考にした実態調査と単純に比較はで
きないのですが、調査結果をみると、小浜市の年長児
の自然体験は比較的、豊富なのではないかと思いまし
た。それは、保護者の自然体験についても同じことが
言えると思います。小浜市は山や海に囲まれた自然豊
かな地域です。身近に自然がある地域ならではの結果
とも言えるかもしれません。また、近年若い世代ほど
体験が少ないということも言われています。平成 27 年
度には、小浜市の保育士等を対象とした自然体験の実

態調査を実施しました。その結果、年代の若い保育士
等の体験が少ないことがわかりました。こうした保育
士等の自然体験の機会を提供することも大切だと改め
て感じたところです。このような調査結果を参考に、
「うみはともだち」と「指導者研修」を両輪として、

事業を考えています。2 つの事業の関係を図 4 に示しま
す。まずは、保育士等が参加者として海での体験をし
てもらい、そこで感じたことや気づいたことを活かし
て、子どもたちと一緒に海で活動してもらえるように
しています。指導者自身が体験したことがないことは、
子どもたちに体験させることは難しいです。海の楽し
さ、面白さ、そして怖さも知った上で、子どもたちが
のびのびと体験できるような機会を提供していけるよ
うにと考えています。 

では、まず、指導者研修から紹介させていただきま

す。期間は、1 泊 2 日、自然の家を出発して、シーカヤ
ックで海を渡り、無人の浜でテント泊をして、翌日ま
たシーカヤックで海を渡り自然の家に帰ってくるとい
う内容です。指導者研修というと、座学中心の研修を
想定しがちですが、この指導者研修では、体験を重視
して行うようにしています。講師は、プロシーカヤッ
クガイドの大瀬志郎氏、普段から自然体験を保育に取
り入れている小浜市のやまなみ保育園園長の大森和良
氏です。本年度は、11 名の参加者を得て、平成 29 年 8
月 16 日（木）〜17 日（金）に実施しました。 

ガイドの背中を追いかけて、1 艇のシーカヤックを 2
人で漕いで進んでいきます。シーカヤックが初めてで
戸惑いながら練習をしていた参加者も、次第にコツを
つかみ、無人浜に向けて進むこと 2 時間あまり、波や
不安や船酔いを乗り越え、ようやく到着しました。野
外炊飯では、なかなか火がつかず、煙が目にしみ、苦
労している様子が見られました。また突然の雷雨に見
舞われ、自然の力を肌で感じることができました。そ
の夜のふりかえりでは、「今まで出会ったことがない自
然に出会えて感動した。」「雄大な海の自然を体験して、
日頃悩んでいたことがあまり大したことでないように
思えた。」「仲間との協力の大切さ、仲間がいることの
安心感に気づいた。」といった感想が聞かれました。翌
日もカヤックに乗り、対岸の自然の家を目指します。
途中、スノーケリングも体験し、海にどっぷりと浸か
った 2 日間を過ごしました。最後にまとめとして、参
加者から 2 日間で気づいたことや学んだことを聞きま
した。「遊びの中から学ばせてもらえたというのが、す
ごくありがたくて、保育現場って子どもらに遊びを通
して何事も伝えていくものなので、遊びは学びってい
うのを自分らが経験させてもらえてるなと。自分らも
保育現場でこういう風に遊びを通していろいろなこと
を学んでいってもらいたいなっていうのを改めて強く
感じました。」「何が学べるのかなと思っていたが、（講
師や職員が）楽しい気持ちで教えてくれることが伝わ
った。保育でも自分が楽しいことを楽しみながら教え
てあげるのが大切だと思いました。」「感動できるポイ
ントがこんなに身近にあるのだと思った。普段の保育
では、どうして“はっ！”となることが少ないのかと
考えてみると、保育の中できっとそういうポイントが
あるから、子どもたちと一緒に、仕事なんだけど、仕
事と思わず、夢中になって楽しめたらと思った。」この
ように、自然体験を通して、保育というものをより深
く考えるきっかけとなったのではないでしょうか。こ
こで自然にふれた保育士等は、きっと自然の中で、子
どもたちの気持ちに寄り添い、子どもたちと一緒にな
って、様々な体験をしてくれることと思います。 

次に、うみはともだちの紹介をさせていだきます。
本年度は、小浜市内の年長児 260 名が、8 月 25 日（金）
は 4 園、8 月 29 日（火）は 4 園、8 月 30 日（水）は 5
園と、各日程ごとに数園が当施設に来て、海の体験を
行いました。 

ライフジャケットを着用し、浜辺に降りていく子ど
もたち。初めは、浜辺から海を眺めているだけでした
が、打ち寄せる波にだんだんと近づいていきます。波
の動きに合わせて、前に行ったり、後ろに行ったり。
そのうちに、波が体にかかる。濡れることが気になら
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20代

30代

40代

50代以上

高得点群 中得点群 低得点群

図3. 年代別にみた自然体験の多寡の割合

図 4. 「うみはともだち」と「指導者研修」 
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なくなると、寝転がってみたり、座ったり。そこへ波
が次々にやってくる。笑い声や歓声があちらこちらか
ら聞こえていました。波を背にして座り、波の力を受
け、転がる子どもたちも。どんどん大胆に、そして全
身で海を感じている様子が見られました。全力で海に
向かって走っていく子どもの姿も見られました。それ
を見守る引率者や友達たちの姿もそこにはありました。
また、ライフジャケットをつけているという安心感か
らか、足の届かないところまで泳いでいく子もいまし
た。沖の方で気持ちよさそうに波に揺られて浮いてい
ます。岩場に行った子どもたちも、少しずつ海に入っ
ていきます。下を見ながら、ゆっくり進むと海の中で
動くものを見つけます。箱メガネで海の中をのぞくと、
ヤドカリがいた！魚がいた！あちらこちらから大きな
声が聞こえます。足元の悪い岩場でも転ばないように
と慎重に手で支えて進んでいく姿も見られました。ま
た、岩に囲まれたタイドプールは、波がなく浮くには
最適です。浮きながら生き物を探す様子も見られまし
た。波の力を感じたり、浮く感覚を楽しんだり、子ど
もたち一人一人が思い思いに海での活動を楽しんでい
る様子が様々なところで見られました。園長先生から
後日、体験の感想を聞かせてもらいました。「これまで
に海に入ったことがない子が 2 人いた。1 人は都市部か
ら引っ越してきた子で、友達に手を引っ張ってもらっ
て、海に入って行けた。もう 1 人は、保護者が海が苦
手で、一度も入ったことがなかったが、やはり友達と
一緒に活動できたのが良い経験となった。」「はじめは
波打ち際で遊んでいた子たちが、どんどん沖に行って、
いつの間にか、波打ち際に誰もいなくなっていた。ふ
だんは大人しいが、海ではダイナミックに遊んでいた。」
「波が面白くて、ずっと笑いっぱなしだった。あの場
所にいるだけで、私も癒されるような気持ちを感じた。」
このように、友達や引率者と一緒になって、思いっき
り海で遊んだ体験は、少なからず子どもたちの印象に
残っていることと思います。 

そこで、このうみはともだちで子どもたちがどんな
ことを感じたのかを知りたいと思い、一昨年度の事業
スタートから毎年、事業の実施前と実施後に、海の絵
を描いてもらっています。絵は、各園で時間を取って
もらい、描いてもらっています。実施前と実施後の絵
には、どんな変化が見られるのかを調査してみると、
面白い絵がたくさん見られました。そのような絵をい
くつか紹介させていただきます。 

図 5 の 2 枚の絵をご覧ください。実施前は、生き物
もいない風景のみの絵だったのですが、実施後には、
魚やカニやタコなど海の中の生き物がそこにいる場所

に描かれています。岩場で様々な生き物を見つけた経
験が絵の変化に現れているのではないでしょうか。 

図 6 の絵は、同じような構図の絵ですが、実施前に
は描かれていなかった人が実施後には複数人描かれて
います。友達と一緒に遊んだことが印象的だったのか、
どの顔もみんな笑顔です。 

図 7 の絵も、同じく事後には、人が描かれるように
なっています。また、実施前は平らになっていた水面
は、実施後には、段差ができています。子どもたちの
視点から海を見て、自分の方に迫ってくる波を、非常
にうまく表現していると思います。 

図 8 の絵を描いた子は、きっと実施前にも海に入っ
た経験があったことと思います。海で泳いでいます。
しかし、実施後の絵では、波に乗っている、波をすべ
り降りている人を描いています。波と遊んだことがと
ても印象的だったと想像できます。 

図 9の絵は、実施前は非常に可愛らしい絵でしたが、
実施後は、ダイナミックな波の向こう側に笑顔の人が
複数、描かれています。波の前ではなく、波の向こう
側に絵を描くようになるためには、海に入った経験が
ないと描けないと思います。波にのまれたり、波の力
を感じたりしたことが、絵に現れているように感じま
す。 

特徴的な絵を紹介していますが、子どもたちの絵を 

図 5. 

図 6. 

図 7. 

図 8. 
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見てみると、どの子も少なからず変化があるように見
えます。東山ら１）は、「5 歳から 8 歳の子どもは、知っ
ている真実をしっているようにかく」と述べています。
絵に現れた様々な変化は、子どもたちが、今回の体験
で知ったことが表現されているように感じます。また、
海との距離が縮まったり、海の中に自分を描いたりと、
海という自然と自分の関係が少し変わったとも言える
のではないでしょうか、これまでは、自然を客体・対
象として、自分と自然は関係のないものとして、自然
は見るものとして、認識していた子どもたちが、体験
を通して、自分も自然の中にいる存在として、自分も
自然の一部なのだということを、感じるようになった
のではないかとも考えています。事業を通して見られ
た絵の変化は、渡部ら 2）が報告した内容と同じような
傾向を示しており、幼児期という意欲や好奇心を育み、
心と体を大きくしていく大切な時期に、海とふれあう
ことは大きな意味を持つと感じます。アメリカの生物
学者レイチェル・L. カーソンは、著書「センス・オブ・
ワンダー」3）で次のように記しています。「「知る」こ
とは「感じる」ことの半分も重要でないと固く信じて
います。子どもたちがであう事実のひとつひとつが、
やがて知識や知恵を生みだす種だとしたら、さまざま
な情緒ゆたかな感受性は、この種子をはぐくむ肥沃な
土壌です。幼い子ども時代は、この土壌を耕すときで
す。」海と思いっきりふれあうことで子どもたちは、普
段と違った感覚を味わうことと思います。波の力を感
じる、海に生きる小さな命にふれる、全身の力を抜き
ゆっくりと浮かぶ、友達と一緒に大声で笑い合う。こ
んな体験をこれからも継続して行い、また広げながら、
当施設としては、子どもたちの海の体験活動を深めて
いきたいと考えています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

当施設は、国立青少年教育振興機構の 1 施設となり
ます。国立青少年教育振興機構は、全国 27 の青少年自
然の家や青少年交流の家といった国立青少年教育施設
を運営しています。そのうち、海のプログラムを体験
できるのは 7 施設あります。こうした海型の国立青少
年教育施設が連携し、海の体験活動推進プロジェクト
（S.E.A プロジェクト）として、「8 歳までの海遊教室
（かいゆうきょうしつ）〜うみとともだちになろう〜」
という取り組みを平成 28 年度から進めています。地域
の様々な団体等と連携し、低年齢期の子どもたちを対
象とした海の体験活動に関する試行事業を企画・実施
し、その事業を題材として指導方法や安全対策を検証
する勉強会を実施します。また、こうした取り組みを
まとめたプログラム集も作成する計画をしています。
本年度は、国立淡路青少年交流の家（兵庫県南あわじ
市）、国立江田島青少年交流の家（広島県江田島市）に
おいて試行事業を実施しています。 

低年齢期から海とふれあう経験ができる場や環境、 
機会をこうした取り組みを通して、少しずつでも増や
していきたいと考えています。まずは、自分たちの暮
らす地域の海で、友達と一緒に遊んだり、生き物とふ
れあったりする子どもたちの姿がこれからより多く見
られるようになっていくことを願っています。もちろ
ん海が遠い地域もありますが、こうした機会と場所が
増えていくことで、そのような地域にも海での体験の
機会が広がっていくようになると思います。しかしな
がら、海は人間が住める環境ではありません。安全を
基盤に置きながら、今後も、当施設の“点”として事
業を深めつつ、また、プロジェクトという“面”とし
て広く普及しながら、低年齢期からの海の体験活動を
進めていきたいと思います。 

 
引用文献 

1) 東山明, 東山直美 : 子どもの絵は何を語るか 発達
科学の視点から, NHK ブックス, 1999. 
2) 渡部かなえ, 海野義明 : 海辺の自然体験活動後に
子どもが描いた絵画の質的分析 , 海洋人間学雑誌 , 
3(1):17-23, 2014. 
3) レイチェル・L. カーソン : センス・オブ・ワンダ
ー, 上遠 恵子 (訳), 新潮社, 1996. 
 

図 9. 
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□シンポジウム「海洋人材確保の方向性」□ 

小学校における海辺の体験活動への取組 ：都市部における ESD からのアプローチ  

 

小正和彦 1 

1横浜市教育委員会事務局 
  

海洋人間学雑誌, 6(Suppl):9-15, 2018. 
キーワード：都市部における海洋教育, 総合的な学習の時間, ESD, SDGs, SDGs14 
 
 

Ⅰ. はじめに 
海をテーマ・材とした教育活動は全国の多くの学校

で行われているが、臨海地域・山間地域といった海との
距離とともに、都市部・地方といった地域性による違い
も大きい。人口が 370 万人を超える横浜市は、18 区の
うち 6 区が海に面しているが、海外線の多くは埋め立
てによる大規模の工場地帯であり、直接海に触れるこ
とができる場所は限られている。自然の浜として残っ
ている場所は 1 箇所であり、整備された一部の臨海エ
リアや近年に再開発され建築された高層マンション等
では、景観を楽しんだり、時期によっては花火大会等で
賑わうが、子どもをはじめ近隣に住む住民にとって、目
の前の海は必ずしもきれいなイメージではなく、日頃
から触れたり、海に入って楽しむ姿はほとんど見られ
ない。子どもたちも海を身近なものと感じ、自分の生活
やこれからの生き方との関わりの中で主体的に捉えよ
うとする機会が日常を通して自然にあるとは言い難い。 

そのような環境の中、子どもたちが目の前の海の生
き物の多様性やその保全への意識を高め、自分事とし
て捉え、学び、さらに地域社会へ向けて積極的な発信に
取り組んできている事例について紹介する。 

 
Ⅱ. ESD への取組 
1. ESD とは 
 横浜駅にほど近い臨海地域が学区である横浜市立幸
ケ谷小学校では、数年前より重点取組として ESD に全
校で取り組んでいる。ESD とは、Education for 
Sustainable Development の略で、「持続発展教育」、
「持続可能な開発のための教育」と訳されている。持続
可能な社会の担い手を育むため、地球規模の課題を自
分のこととしてとらえ、その解決に向けて自分で考え
行動を起こす力を身に付けることを目指すものである。 

目標として、 
・すべての人が質の高い教育の恩恵を享受すること 
・持続可能な開発のために求められる原則、価値観及び
行動が、あらゆる教育や学びの場に取り込まれること 
・環境、経済、社会の面において持続可能な将来が実現
できるような価値観と行動の変革をもたらすこと 
が挙げられている。 

そのために育みたい力として 
・持続可能な開発に関する価値観（人間の尊重、多様性

の尊重、非排他性、機会均等、環境の尊重など） 
 

・体系的な思考力（問題や現象の背景の理解、多面的か 
つ総合的なものの見方） 
・代替案の思考力（批判力） 
・データや情報の分析能力 
・コミュニケーション能力 
・リーダーシップの向上 
などの育成を目指している。 
 
2. ユネスコスクール 
この学校では、ESD の推進のために 2013 年からユ

ネスコスクールに加盟している。ユネスコスクールは
1953 年、ASPnet（Associated Schools Project Network）
として、ユネスコ憲章に示された理念を学校現場で実
践するため発足したもので、世界 180 か国以上の国・
地域で 10,000 校以上が ASPnet に加盟しており、日本
国内では、2017 年 10 月の時点で 1034 校の幼稚園、小
学校・中学校・高等学校及び教員養成系大学がこのネッ
トワークに参加している。日本では、ASPnet への加盟
が承認された学校を、ユネスコスクールと呼んでいる。 
ユネスコスクールは、そのグローバルなネットワー

クを活用し、世界中の学校と交流し、生徒間・教師間で
情報や体験を分かち合い、地球規模の諸問題に若者が
対処できるような新しい教育内容や手法の開発、発展
を目指している。文部科学省および日本ユネスコ国内
委員会では、ユネスコスクールを ESD の推進拠点と位
置づけている。 
 
3．持続可能な開発目標（SDGs） 
また、2015 年に国連本部において開催された「国連

持続可能な開発サミット」にて採択された「持続可能な
開発のための 2030 アジェンダ」から、17 の目標と 169
のターゲットからなる「持続可能な開発目標（SDGs）」
が示され、その視点をもとに ESD の推進に取り組んで
いる。 
 
Sustainable Development Goals（SDGs）17 の目標 
① 貧困をなくそう 
② 飢餓をゼロに 
③ すべての人に健康と福祉を 
④ 質の高い教育をみんなに 
⑤ ジェンダー平等を実現しよう 
⑥ 安全な水とトイレを世界中に 
⑦ エネルギーをみんなに そしてクリーンに 筆頭者連絡先：〒220-0022 神奈川県横浜市西区花咲町 6-145 

e-mail : ka02-komasa@city.yokohama.jp 
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⑧ 働きがいも経済成長も 
⑨ 産業と技術革新の基盤をつくろう 
⑩ 人や国の不平等をなくそう 
⑪ 住み続けられるまちづくりを 
⑫ つくる責任 つかう責任 
⑬ 気候変動に具体的な対策を 
⑭ 海の豊かさを守ろう 
⑮ 陸の豊かさも守ろう 
⑯ 平和と公正をすべての人に 
⑰ パートナーシップで目標を達成しよう 

 
4．学校としての ESD の位置づけ 
 本校では、この ESD を学校教育目標の実現に向けた
学校運営の柱に位置付けている。上記の通り、ESD は
特定の教科や活動等における視点ではなく、学校教育 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

全体（さらに社会教育・家庭教育をも含む）で取り組む 
べき包括的なアプローチといえる。一人ひとりの子ど
もが自らの生き方やキャリアプランを考える上でも、
またその一人ひとりが関わるこれからの社会の在り方、
社会づくりの上からも、非常に重要な視点である。 
さらに、子どもにとって自らの学びへの価値づけと

しての意義も非常に大きい。新学習指導要領の大きな
柱となっている「主体的・対話的で深い学び」に向けて
も、自分の学び、学ぶことの意義が、自分にとっても、
社会にとってもしっかり意識されていることはとても
大きなポイントである。自分の学びが、世界標準の中に
あり、目の前の社会に向けて動き、自らも周りも変容し
ていくことを実感し、さらに次の課題へと進む意欲へ
と変わる。そのサイクルが見られる取組となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.  

図 2.  
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図 3.  
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各学級での中心的な取組としては、「総合的な学習の
時間」で行われている。本校では学級ごとに１年間のテ
ーマを ESD の視点をもって子どもたちが話し合って決
めている。前年度の自分たちの活動や上級生が取り組
んできた活動をもとに、学年の発達段階により、学級、
学校、地域、さらに市、日本、世界と、自分との関わり
から、持続可能性（よいものを守る・課題を解決する）
を視点に話し合って決めている。活動を通していろい
ろな人と関わり、自分たちの活動や学びへの評価、価値
づけを受けることで、さらに意識やモチベーションが
上がる姿が毎年見られる。 

さらに、全校での取組として、人権・国際理解・多文
化共生などの取組が行われている。 

 
Ⅲ. 「SDGs14 海の豊かさを守ろう」をテーマに 

毎年 4 年生が海をテーマに選んでいる。これは、4 年
生の宿泊体験学習の施設が、市内唯一の自然浜が残る
野島にあることで、ここでの活動と自分たちの住むま
ちの海との対比から始まっている。前述の通り、子ども
たちの多くは臨海地区の高層マンションや隣接した地
区に住んでおり、毎日海を見て生活しているものの、特
に関心をもつことは少ない。その子どもたちが宿泊体
験学習で野島の海に入り、そこにいる多くの生き物に
触れ、驚くことになるが、一種の観光地のように特別の
場所のように考えており、この段階ではまだ毎日見て
いる目の前の海にも同じように多様な生き物が生きて
いることを実感として感じていない。 
 
1. 地域で活動している団体との出会い 

宿泊体験学習の振り返り学習のひとつとして、野島
の海と目の前の海の対比が行われる。「野島の海はきれ
いだったけど、幸ケ谷の海はあまりきれいでない。」「野
島の海にはたくさんの生き物がいたけど、幸ケ谷の海
にはいそうにない。」など、多くは海といっても別物と
いった意見が出る中で、「本当にそうかな？」「ためしに
調べてみない？」という発言が出たところで、この活動
はスタートする。「どこで調べる？」「どうやって？」「誰
と？」と一気に活動が進むことになる。 
 本校では全校で ESD に取り組んできており、前学年
の 3 年生では自分たちの住む地域のよさをこれからも
残し、自分たちより小さな子どもたちへそのよさを伝
え、残すことに自ら関わることを通して、地域の持続可
能性について考え、活動してきている。そのため、子ど
もたちは地域への関心とともに、地域に住む多様な大
人の存在にも気がついている。すぐに教室内から地域
へと飛び出し、この活動に必要な場所や人へと関心が
高まっていく。前述の通り、近くには自然浜はもちろん
のこと、桟橋や埠頭、自由に海に入れる場所もないが、
幸いなことに近くに人工干潟（高島水際線公園・潮入の
池/横浜港湾空港調査事務所・潮彩の渚）があり、子ど
もたちは自らそこで活動している人へコンタクトをと
り、積極的に関わりを持つことになる。地域で活動する
「高島水際線公園愛護会」や「ハマの海を想う会（ハマ
海会）」、横浜港湾空港調査事務所の職員の皆さんにご
協力いただき、目の前の海での活動が始まることにな
る。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2. 目の前の海への意識が変わる 
実際活動してみると驚くほどのいろいろな生き物が

いることが分かり、子どもたちの目の前の海に対する
認識と意識が大きく変わることになる。あまりきれい
ではないと思っていた目の前の海であったが、野島と
同じように多くの生き物がいること、以前は生活用水
等によりとても汚れていた海がいろいろな人の努力に
より今のように多くの生き物が住む海に戻ったこと、
この海のよさや環境を守ろうと多くの人がいろいろな
活動をしていることなど、地域の人や専門家との出会
いを通して、子どもたちは多くのことを知り、考えるこ
とになる。さらに、ESD の視点、すなわちよりよい未
来に向けて自ら考え、行動し、周りを変えていくことへ
と活動が進むことになる。 

 
3. 「こどもエコフォーラム」への参加 

横浜市環境創造局と教育委員会の共催で毎年行われ
る「こどもエコフォーラム」へ参加し、自分たちの活動
内容や、そこから気づき、考えた「生き物たくさんの海
を守りたい！」という思い、そのための行動を一緒にす
る提案を会場の多くの人に積極的に発信した。 

※「こどもエコフォーラム」とは、横浜市内の児童生
徒を対象に、環境に対する豊かな感性と主体的に行動
する実践的な資質能力を育むことを目的に実施してい
る児童生徒による「環境に関する調査や活動」などの発
表会。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.  

図 5.  
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4. 海水槽づくり 
校内の児童にも目の前の海を知ってもらい、興味を

もってもらいたい、一緒にこの海のよさを守っていっ
てもらいたい、との想いから、校内に海水槽をつくり、
目の前の海にいる生き物をみんなに見てもらえるよう
にした。学校では子どもたちの想いを実現するために、
助成金（公益財団法人笹川平和財団海洋政策研究所）を
受け、海水槽の設置までは行ったが、それ以外について
は子どもたちがそれぞれの専門家からの指導を受けて、
環境づくり、生き物の捕獲、飼育、水槽のメンテナンス、
さらにプレゼンコーナーと、すべて子どもたちによっ
て行われた。 

 
5. ガイドブック制作 

1 年間の活動のまとめとしてガイドブックを制作し
た。「未来に残そう 生き物たくさん 幸ケ谷の海 ガ
イドブック」（2015 年）、「みらいにつなげよう！かがや
け！ハマの海!！」（2016 年） 

活動を通して知った目の前の海の豊かさ、多くの大
人との関わり、そして未来に向けた行動の提案（持続可
能性）等を冊子にまとめ、全校児童家庭や地域へ配布し
た。配布に際しては、単に手渡しするだけでなく、一人
ひとりが自らの言葉でその想いを伝える様子が見られ
た。受け取った児童、保護者、地域関係者への訴求は大
きく、海に対する意識の向上に大きく寄与した。 
 
Ⅳ. 成 果 

日頃から恵まれた自然環境に囲まれた地域に生活す
る子どもたちの活動と異なり、都市部に生活する子ど
もにとっての「海」はなかなか自分事になりづらいのが
現実といえる。それは子どもだけの問題ではなく、一緒
に暮らす大人の意識の問題も大きい。自然との関わり
や体験を大切にし、できる限り休日や長期休暇等にそ
のような環境に触れさせることを行っている家庭もあ
る一方で、親自身があまり自然環境への関心がなく、目
の前の海についても触れることを避けている家庭もあ
る。 

そのような中、全校で取り組む ESD の視点からのア
プローチは、子どもたちの学びとしても、またそれを通
して大人（保護者、地域関係者）への訴求面からもとて
も有効である。子どもたちは個人的な多様な生き物へ
の興味関心だけでなく、自分たちより小さな子どもた
ちやその子たちが生活する社会を考え、そのために主
体的に行動することを通して、多くの大人とも関わり、
価値づけされる機会をもつ。そのことにより自己有用
感を高め、さらなる学びへのモチベーションをもつこ
とになる。また大人は、子どもたちの前向きな活動に触
れ、子どもたちの学びを通して新たな気づきを得るこ
とになる。子どもの学びを通した地域づくり、未来づく
り、 それが ESD の大きな価値といえる。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.  

図 7-1.  
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図 7-2.  
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□シンポジウム「海洋人材確保の方向性」□ 

高等学校（水産高校）における人材育成：自校の取組を主体として 

  

丸﨑敏夫 1  

1愛知県立三谷水産高等学校 
  

海洋人間学雑誌, 6(Suppl):16-21, 2018. 
キーワード：漁船，船員雇用，人材育成，地域連携，SPH事業 
 
 

日本は四方を海に囲まれ、太古から海と密接な関わ
りをもって生活している。海から塩や食料を確保し、船
により海上交通や物資を輸送してきた。具体的には貿
易量の 99.6％が海上貿易（外航海運）であり、国内輸
送の 44.3％（トンキロベース）が内航海運である。ま
た、日本の排他的経済水域（EEZ）と領海を併せた面積
は世界第 6 位で、3 つの権益（海底資源、海中資源、漁
業管轄権）により、海洋立国、資源立国を目指したい。
さらに、海は心を豊かにするものとしてレクリエーシ
ョンの場としても重要であり、加えて、海洋立国日本の
目指すべき姿として、「海に守られた国」から「海を守
る国」を基本理念として掲げている。水産・海洋高校は、
海に学び、海を活用し、海と積極的に関わっており、水
産･海洋関連産業へ多くの人材を輩出してきた。今後も
水産・海洋高校には海洋立国日本を支える人材の育成
が求められている。 

日本の水産・海洋分野への人材育成はどのようにな
っていたか簡単に説明したい。水産行政機関の制度確
立は明治 10 年、内務省勧農局に水産掛（係）を設置し
水産行政を担当したのが始まりである。その後、同 14
年 4 月、農商務省が設置され水産係は水産課となる。
同 18 年 1 月には水産課は水産局となり、その中に漁撈
課、製造課、試験課、庶務課が設置された。また、大日
本水産会は明治 15 年、官民一致して水産業を推進する
ための強力な組織として発足した。 

高等教育機関は 3 つに大別される。1 つ目は、札幌農
学校から始まり、北海道大学水産学部、鹿児島大学水産
学部へと進むもの。2 つ目は、水産伝習所から始まり、
東京海洋大学、国立研究開発法人水産大学校へと進む
もの（※鈴木善幸元首相：宮古水産→農林省水産講習
所）。3 つ目は、東京農林学校簡易科水産科から東京大
学農学部水圏生物科学専修、京都大学農学部生物資源
科学科、九州大学農学部動物生産科学コース、東北大学
農学部生物生産科学科へと進むものである。 

中等教育機関は 6 つに大別される。1 つ目は、最古の
学校として 1894（明治 28）年に、福井県立簡易農学校
分校（福井県立小浜水産高等学校：平成 27 年廃校）と
して設置された。2 つ目は水産補習学校系として、青森
県立八戸水産高等学校など 8 校がある。3 つ目として、
水産学校系として、北海道小樽水産高等学校など 15 校

がある。4 つ目として、水産講習所系として、福島県立
いわき海星高等学校など 7 校がある。その他に農学校
水産科、甲種商船学校、水産養成所、新制高校系がある。 

現在全国の水産・海洋系高校の数は 46 校あり、単独
校が 24 校、併設校が 19 校、総合学科が 3 校で、ほぼ
各県に 1 校の割合であるが、複数校設置されていると
ころも 7 道県ある。海に面していない岐阜県や長野県
にはないので、寮がある本校に越県して受験する生徒
もいる。水産学科の教育内容は大きく 5 分野に分けら
れ、海洋漁業分野は海技士（航海）の育成及び漁業の知
識・技術を、海洋工学分野は海技士（機関）の育成及び
各種エンジンの知識・技術を、情報通信分野は通信士の
育成及びコンピュータや電子の知識・技術を、資源増殖
分野は魚介類の増養殖や環境管理の知識・技術を、水産
食品分野は食品の製造や衛生管理、流通等の知識・技術
を習得することを目指している。（※5 分野の学科・コ
ースを設置しているのは本校のみ、生徒数では焼津水
産高校に次いで全国 2 位） 
水産学科に学ぶ生徒数は、本年度は 10,069 名で、全

高校生に対する割合は 0.3％を維持している。前述した
5 分野に学ぶ生徒の割合は、水産食品分野が 26.9％と
最も多く、海洋漁業分野 20.0％、資源増殖分野 15.9％
である。46 校の規模では 5 学級 1 校、4 学級 7 校、3
学級 7 校、2 学級 17 校、1 学級 11 校となっており、小
規模校や他教科との併置校が多くなっている。 
専攻科の設置状況は、海洋漁業系・海洋工学系は三級

海技士、情報通信系は無線通信士の養成を目的に専門

筆頭者連絡先 :〒443-0021 愛知県蒲郡市三谷町水神町通 2 番地 1  
e-mail : toshio_marusaki@pref.aichi.lg.jp 

図 1. 
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性の高い教育を展開しており、資格所有者に対する就
職状況も極めて良好である。資源増殖系は唯一、愛媛県
立宇和島水産高校に設置されている。 

水産に関する学科の入学状況は、地域や中学生の事
情もあり、高い倍率を誇る学校から定員確保に苦労し
ている学校まであり、人口の少ない地域であっても成
果を挙げている学校は生徒募集に関して大変な努力を
している。 

生徒の在籍者数と漁業後継者数との関係では、後継
者数は必ずしも在籍の生徒数に比例していない。20 名
以上の後継者数は小樽、函館、三重、10 名以上は宮城、
長崎、鹿児島、宮崎、銚子、厚岸、宮古水産高校である。 

本科生の進路状況は、就職と進学の割合は長い間 2：
1 であったが、ここ数年、少し進学者が増えてきた。ま
ず就職者の就職先は、漁業関連、水産業関連が 55％を
占めている。10 年前は 40％程度であったが、目指せス
ペシャリスト、地域産業の担い手育成プロジェクト、ス
ーパー・プロフェッショナル・ハイスクール（以下 SPH）
はじめ、各県においても様々な専門性を高める教育を
推進した成果もあり、水産・海洋高校生が、自身の専門
性を生かした進路選択を行う割合が上昇している。 

現在、漁業就業者数は 16 万人だが、年々急速に減少
している上に、高齢化率の高まりも大きな課題である。
新規就職者は 1,000 人から 2,000 人だが、何百人の単
位で若い人材を漁業水産業界へ送り込む水産海洋高校
は、日本の漁業を支えると共に食料資源確保に大変貢
献していると言える。 

水産･海洋高校の海技士取得のためには、四・五級海
技士は本科卒業、三級海技士は専攻科修了が対象とな
る。高等学校水産科専攻科修了の最短 20 才で三級海技
士を取得できるが、同様の海技士が取得できる大学で
は 23 才で三級海技士の取得となり、ここに水産・海洋
高校の優位性がある。ちなみに、商船高等専門学校（5
校）では 5 年半（三級海技士）、海上技術学校では 3 年
（四級海技士）、東京海洋大学他（3 校）で 4 年半（三
級海技士）、水産大学校他（4 校）では 5 年（三級海技
士）、海上技術短期大学校（3 校）では 2 年（四級海技
士）となっている。法律上は四級養成施設を卒業し、1
年 9 か月の乗船履歴を付帯し口述試験に合格すれば総
合合格となり免状が付与される。養成施設であれば免
許講習は学校の授業に含まれるので別途受講する必要

はない。五級海技士（航海）の第一種養成施設（以下五
級養成施設）を卒業し五級海技士（航海）を取得する場
合も、最終的に必要となる乗船履歴が 1 年 3 か月にな
るだけで他は四級と考え方と同様である。 
全国の水産・海洋高等学校の大型・中型実習船は 29

隻あり、その中で、共同運航船は 1 隻（福岡・長﨑鶴
洋・大津緑洋）で、29 隻中 23 隻は大型船で約 80％を
占める。中型船のほとんどは日本海側の高校の実習船
である。海技免状を取得するために必要な乗船履歴（五
級で 3 か月、三級で 1 年 3 か月）を得るためには、長
期航海に耐え三級海技士養成校の要件として、出港地
から二千海里以遠の水域かつ、実習は 30 日以上を連続
して行う等の基準があるので、実習船は大型船が主流
となっている。中型船が日本海地区に多いのは、冬場に
は海が荒れるため実習はほとんど行わず、比較的天候
が安定する 1・2 学期に実習を行うことや、学校規模が
小さいことが理由となっている。東北地区の中型船は
宮古水産高校の実習船だが、同校は大型船も保有して
いる。 
水産高校は第一種養成施設に分類され、専門教員の

数や機材・カリキュラム内容によって五級海技士（航
海・機関）、四級海技士（航海・機関）、三級海技士（航
海・機関）養成施設としての役割を担っている。宮城県
には宮城県気仙沼向洋高等学校（気仙沼市）と宮城県水
産高等学校（石巻市）の 2 つの水産高校（養成施設）が
ある。気仙沼向洋高等学校は四級海技士（航海）の第一
種養成施設、宮城県水産高等学校は五級海技士（航海）
と内燃機関五級海技士（機関）の第一種養成施設に区分
されている。 
ちなみに海技士（航海）とは航海士や船長になるため

の必須資格であり、海技士（機関）とは機関士や機関長
になるための必須資格である。第一種養成施設とは、乗
船経験の無い人を育成するための機関であり、乗船履
歴を満たしている人を育成する施設を第二種養成施設
という。 
次に進学者の進学先については、近年水産・海洋関連

が増えている。なかでも 4 年制大学は国公立への合格
者が 44 名あり、81 名受験で 44 名合格であるので、大
変高い合格率であることが分かる。ちなみに本校も 4名
の合格者を出したが、本校では進学研究部（兼部可）を

図 2. 

図 3. 
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立ち上げ、組織的に英語や数学、小論文指導等を行って
いる。これは中学校の進路指導が普通科、進学主体であ
ることに対応している。また、短大については海上技術
短大への進学が多くなっている。 

専攻科の進路状況は海技士等の資格を生かした就職
が非常に多く、スペシャリストとしての進路を踏み出
している。なお、通信系の専攻科は警察や港湾の通信士
なども多数いる。 

水産科教員の年齢構成については、51 歳以上が
33.8％になり、再任用制度もあることから、当然、高齢
化が進んでいるが、ここ 1・2 年は新規採用の若年者が
増えている。 

水産･海洋高校は他の専門高校に比べ多くの研究指
定を受けている。SPH では H26～28 焼津水産、H 27
～29 加茂水産、H 28～32 三谷水産、H 29～31 宇和島
水産、スーパー･サイエンス･ハイスクールでは H 25～
29 徳島科学技術、H 29～33 若狭、成長分野等における
中核的専門人材養成等の戦略的推進事業・職域プロジ
ェクト A（地域版学び直し教育プログラム等の開発・実
証）食・農林水産分野（水産）では H 28～29 新潟海洋、
学習指導要領の趣旨を実現するための学習・指導方法
及び評価方法の工夫改善に関する実践研究では H 28～
29 八戸水産、三重水産、実践研究協力校では H 29 馬
頭、第 10 回キャリア教育優良教育委員会、学校及び
PTA 団体等、文部科学大臣表彰では H 28 高知海洋、知
的財産に関する想像力・実践力・活用力開発事業（特許
庁）導入・定着型 1 年間では 6 校、展開型 最大 3 年間
では 1 校である。 

水産･海洋高校の概要をまとめると、水産・海洋関連
産業への進路選択は増加傾向で、入試倍率の増加傾向
により成績による選択（水産高校しか入れない）から入
学したい学校へと変化している学校が増え、目的意識
の高い生徒が増加していることから、結果として水産・
海洋関連産業への進路希望が増加している。専門高校
は全国的に減少傾向にある中で、学級数の増加した学
校（焼津 4→5）がある。また、地域社会との連携に力
を入れており、企業との連携による新商品開発に積極
的に取り組む学校が多く、文部科学省等の研究指定校
が多い。学科改編や統廃合は一段落しており、遠洋漁業
乗組員や内航海運への就業者が多く、海技士養成校と
しての期待が大きい。 

 
ここからは本校の概要や取組を主体として人材の育

成について説明する。 
本校は水産科として学ぶ 5 分野（漁業・機関・通信・

増殖・製造）の全ての学科（コースを含む）を設置する
全国で唯一の水産高校である。開校以来 76 年、約一万
名の卒業生（本科）・修了生（専攻科）が、水産・海洋
関連産業を中心に地域社会や日本内外で活躍している。
このような将来の地域産業を担う人材の育成という観
点から、水産高校には地域産業や地域社会との連携・交
流を通じた実践的教育が求められている。本校は実習
船「愛知丸」の漁業実習で漁獲したカツオの流通・販路
に関する研究を地元企業と連携して行い、イノベーシ
ョンによる新商品開発を行った。さらには、平成 28 年
度から 5 年間、文部科学省より SPH の指定を受けた。
このSPH事業の様々な研究や地域連携による新商品開
発等を通して、夢のある水産・海洋教育の実現を目指す
本校の取組を紹介する。 
本校では、水産に関する 5 つの分野を学ぶために、4

つの学科が設置されている。 
海洋科学科は、海洋漁業コースと海洋工学コースに

分かれており、情報通信科を加えた 2 つの学科には、
卒業後さらに 2 年間の専攻科が設置されている。ここ
ではさらに上級の国家資格を取得することができ、特
に情報通信コースは高度な通信士の国家資格が取得で
きるため人気が高く、本校以外からも県外を含め受験

図 5. 

図 4. 

図 6. 
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生が集まっている。海洋資源科は、栽培漁業コースと海
洋環境コースに分かれており、さらに水産食品科があ
る。 

進路状況は、約 6 割は就職し、約 4 割が進学する。
就職先は水産･海洋関連産業と製造業（日本一のものづ
くりの県）が中心だが、今後は漁船乗組員や内航船員の
求人が増加する。県内高卒漁業就業者に占める本校卒
業者の割合は高い(50～100%)。進学先は、国公立大学
（H28：4 名合格、県内専門高校 1 位)や専攻科、私立
大学や専門学校である。 

次に、特色ある部活動について説明する。 
本校は水産高校ならではの特色ある部活動がある。

ダイビング部は活動がとても活発で熱心な部員が多く、
全国ダイビング技能コンテストにおいて、毎年優秀な
成績を収めている。また、船の救命艇カッターを利用し
たレース競技を行うカッター部がある。この部も全国
で強豪校と言われている。平成 30 年度の全国大会は本
校が主管で蒲郡において開催される。さらに機関部は、
主にバッテリーとモーターで動く電気自動車（エコカ
ー）の開発とエコカーレースに参加している部活動で、
工業高校が多い中で常に上位を占めている。高校エコ
カーレース大会では、エコハイ部門で愛知県の工業高
校を抑えて、46 チーム中の第 2 位の成績を収めた。 

情報技術部は、日本航空宇宙学会が主催する第 12 回
全日本学生室内飛行ロボットコンテストにおいて、大
学生や高専学生を抑えて堂々のマルチコプター部門 1
位となり、海洋工学部は、‘16 水中ロボットコンベンシ
ョン in JAMSTEC においてジュニア部門ニッスイ賞

を受賞した。製造部は、今までに 4 社と連携して協働
で新商品開発を行っており、特に平松食品と協働で開
発した「愛知丸ごはん」は国内外の食品に関する賞を受
賞し、特に、モンドセレクション金賞を 4 年連続で受
賞した。高校生が関わった食品が金賞受賞することは
例になく、しかも 4 年連続の受賞は大変名誉なことで
ある。 
 
次に本校の特色ある取組について説明する。 

 
Ⅰ. 地元企業との協働による商品開発 
本校実習船「愛知丸」は乗船実習の一環として「カツ

オ一本釣り実習」を行っている。ここで生徒が釣ったカ
ツオを地元で水揚げして加工・販売するという六次産
業化について学ぶ機会を得るために、本校の水産食品
科は、（株）平松食品と連携して平成 23 年度から本格
的な協働開発をスタートさせた。工場の見学や研修等
のインターシップを行う中で試作を重ね、生徒の斬新
なアイディアを生かした新食感のジュレタイプのつく
だ煮「愛知丸ごはん」が完成した。 
この商品は高校生が実際に釣ったカツオを原料とし、

揺れる実習船で食べやすいようにジュレ状タイプにし
たことや、保存性を高めるために瓶詰め加工とするな
ど、従来の佃煮の概念を払拭する発想が評判となり、多
くのメディアに取り上げられた。生徒たちはこの取組
を通して、自ら課題を見付けその解決のために努力す
るという学びの姿勢を身に付け、達成感を得るととも
に大きな自信をもった。 
その他に地元企業との連携による商品開発では、平

成 24年度にはカツオの魚肉をせんべい生地に練り込ん
だ「愛知丸せんべい」を（有）石黒商店と協働開発した。
この商品では包装ラベルも生徒がデザインした。平成
25 年度は「愛知丸シリーズ」第 3 弾として、ヤマサち
くわ（株）との協働開発で「愛知丸マグロッケ」が商品
化された。カツオ一本釣り実習で混獲されるキメジを
材料としたメンチカツ風の新商品である。平成 26 年度
には、ヤマサちくわ（株）と協働で、地元で多く水揚げ
されるメヒカリを使った新商品開発に取り組んだ。メ
ヒカリは深海魚で脂肪含有量が高く練り製品には向か
ないが、試作を重ねた結果、ボール状にしたすり身に野
菜を加え油で揚げた「メヒコロボール」が完成した。 
平成 28 年度には、干潟に多く生息する二枚貝で未利

用魚介類であるカガミガイを原料とした魚醤の開発に
取り組んだ。まず、水産試験場の指導を受けカガミガイ
の資源量調査を行い、十分に資源量があることを確認
した上で必要量を漁獲し、イチビキ(株)と協働で魚醤作
りに取り組んだ。完成した魚醤は東三河県庁の支援を
受け、サイエンスクリエイトと協働でパッケージやネ
ーミング等のブランド化に向け協議を重ね、「里海の貝
革」が完成した。 
本校が協働で開発した商品には多くの生徒のアイデ

ィアが反映されている。また、商品名は全て生徒の命名
である。さらに、協働開発に関わった生徒たちは連携し
た会社に就職し、会社においても高い評価を得ると共
に、新たな連携企業の進路開拓も実現した。こうした協
働による商品開発の取組は、日本版デュアルシステム
（長期的インターンシップ）の新たな可能性を秘めて

図 7. 

図 8. 
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いる。今後も本校は、地域産業を担う人材の育成のため
に実践的教育を行っていく覚悟である。 
 
 
Ⅱ. 地域社会との連携 
(1) アワビ陸上養殖プロジェクト 

本校海洋資源科は「がまごおり産学官ネットワーク
会議」との連携により、クロアワビの完全閉鎖型陸上養
殖技術の開発を目指している。最先端の養殖技術の習
得や雇用の創出等が期待できる。  

 
(2) 農商工等連携事業 

「愛知丸ごはん」で連携した（株）平松食品と三谷漁
協が中核となる連携事業に、本校と水産試験場が連携
参加者として関わる、未（低）利用魚貝類の有効活用を
目指した新商品開発の取組である。ここでは学科を超
えた生徒の協働による活動や、水産試験場の研究員に
よる高い専門的知見を得ることで、充実した教育活動
を実現している。 
 
(3) 三河湾環境再生に関する取組 

愛知県が平成 24 年度からスタートさせた「三河湾環
境再生プロジェクト－よみがえれ！生きものの里“三
河湾”－」という取組に、本校は当初から積極的に参加
してきた。また、海洋資源科はアマモ場再生の取組とし
て、平成 20 年度から水産試験場や地元の漁協等と連携
しながら、アマモ場のモニタリング調査からアマモ種
子の洗浄・選別作業、ゾステラマット法等による播種か
ら発芽・生育に至る研究に取り組んでいる。さらに、水
源涵養の取組として、平成 14 年度から「穂の国森づく
りの会」が主体となり、地元漁協や森林管理事務所等の
指導を受けながら、植物プランクトンの繁殖を促進さ

せる広葉樹の成長促進のため、段戸山国有林でシロモ
ジの伐採作業等を行っている。 

 
(4) 実習船「愛知丸」の有効活用 
本校の実習船「愛知丸」は、三河湾の環境再生を考え

る多目的航海を、様々な校種や年齢層を対象にして以
下の通り実施している。このような多目的航海を行う
水産高校は全国にもほとんどなく、実習船の特色ある
取組として注目されている。海洋環境学習講座（教員対
象）、東三河海洋環境探求講座（高校生対象）、夏休み海
洋学習講座（小学生対象）、海洋調査実習講座（高大連
携事業）、三河湾環境学習会（愛知県民親子対象）､以上
5 日間の日程で実施している。 
 
Ⅲ. SPH 事業で実現する(目指す)こと 
本校は今までの取組をさらに発展させ、マルチコプ

ターによる海洋調査（リモートセンシング技術を活用）
や、ウナギの完全養殖化に向けた基礎研究、小型海洋調
査用ロボットの開発などに挑戦するため、文部科学省
から平成 28 年度より 5 年間、SPH 事業の指定を受け
た。この研究により実現（目指す）することとして、ア
ワビの人工海水による完全閉鎖型陸上養殖の実用化
（電気と水道があれば全国どこでも養殖可能になる）、
マルチコプターの本格的海洋調査利用の実現、簡易型
水中ロボットの海洋調査利用の実現、マルチコプター
（ドローン）と水中ロボット（水中ドローン）の複合利
用化に向けた実証実験、マルチコプターの多目的利用
（映像等）の提案、新商品開発→六次産業化→知的財産
化→起業化の実現、オリジナル商品による「三水ショッ
プ」の開設、ニホンウナギの生態系の研究並びに人工孵
化の実現、完全養殖に向けた基礎研究、英検 2 級、準 2
級の取得率 100％の実現（国公立大学進学コース対象
者）、 Auckland Waiheke High School との交流学習
（Skype を通して英語による生徒間の交流開始）など
がある。 

 
Ⅳ. まとめ 
本校は、世界第 6 位の海洋面積を持ち、豊富な海底

資源を活用して資源大国を目指す、海洋立国日本を支
える人材作りを担っている。また、貿易の大部分は外航
海運が担い、国内物流の 4割は内航海運が担っている。
その海運業にも多くの人材を輩出している。さらに、地

図 9. 

図 10. 
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域社会との連携を通して、地域に愛され、地域社会に貢
献する人材作りに取り組んでいる。加えて、魅力的で特
色ある教育内容により、目的意識を持つ生徒が集まり、
受検志願者が増えている。さらに、地域連携による商品
開発の取組は、長期的インターンシップの位置づけと
して生徒の実践的教育として効果が期待でき、実際に

関わった生徒が連携先企業に就職するなど、生徒の進
路実現にもつながった。このことは、次期学習指導要領
の方向性である「社会に開かれた教育課程」の先駆けと
なっている。今後も、地域社会に必要とされる人材作り
をさらに充実させ、夢のある水産・海洋教育の実現を目
指して力強く前進する。 
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□シンポジウム「海洋分野における若年層育成のあり方」□ 

遠洋かつお・まぐろ漁業における最近の新規就業者確保に係る取り組みについて 

  

小栗謙司 1  

1日本かつお・まぐろ漁業協同組合 
  

海洋人間学雑誌, 6(Suppl):22-25, 2018. 
キーワード：漁船，遠洋漁業，かつお・まぐろ，船員雇用，人材育成 
 
 

Ⅰ. はじめに 
農林水産業従事者の高齢化と後継者不足が問題とな

って久しい。近年、U ターン、I ターンという言葉が話
題になり、また、テレビなどの影響もあって、地方での
生活が見直されているとは言え、一次産業における高
齢化と後継者不足は、年々、深刻さの度合いを増してい
る。特に漁船漁業においては、このまま何もせずに放置
していれば、近い将来には、多数の漁船を港に繋がざる
を得ない状況に陥りかねない。 

若者が漁船に乗らない原因は複合的なものだろうが、
若者の陸上志向やいわゆる 3K の仕事を避ける傾向、遠
洋漁業につきものの長期航海、スマートフォンなどの
使用環境のほか、少子高齢化も一因としてあるのかも
知れない。 

漁船漁業という仕事は、本人の意思さえあれば、誰で
もがすぐに漁船を操縦して漁業ができるものではない。
漁船を運航するには、法律で定められた船長、航海士、
機関長などの船舶職員を乗船させなければならず、こ
れらの船舶職員に従事するためには定められた資格を
受有していなければならない。さらに、この資格を取得
するには、2～3 年の乗船実績を積んだ上で国家試験に
合格しなければならず、船員になりたい人がすぐに航
海士や機関士になって操船できる訳ではないため、漁
船漁業の維持存続には、長期的な計画に基づいた船員
の育成が不可欠である。 

新規就業者・船舶職員の不足は、漁船漁業における昔
からの課題であるが、遠洋かつお・まぐろ漁業における
現状と、同業界における最近の新規就業者・船舶職員の
確保に係る取り組みについて述べる。 

 
Ⅱ. 遠洋かつお・まぐろ漁業とは 

遠洋まぐろ延縄漁業、および、遠洋かつお一本釣り漁
業は、いずれも日本の遠洋かつお・まぐろ漁業の代表格
であり、双方とも釣り針を使ってまぐろ類、あるいは、
かつお類を漁獲する伝統漁法である。 

遠洋まぐろ延縄漁業は、概ね、全長 50m、総トン数
379～499 トン（国際トン数 577～741 トン）の大型船
を使用し、22～24 名前後の船員が乗船して運航されて
いる。漁法は、アジやイワシ、イカなどの餌が付けられ
た 2,500～3,000 本もの釣り針がついた全長 150km に
及ぶ「まぐろはえ縄」と呼ばれる縄漁具を漁場に設置し

て、釣り針に喰い付いたまぐろを船上に引き上げて漁
獲する。漁獲したまぐろは、船上に引き上げると直ちに
ヒレや内臓を取り去って血抜きをした上で、凍結庫で
マイナス 60℃と云う超低温で冷気を充てながら急速凍
結したあと、水揚までの間、凍結庫と同様にマイナス
60℃に冷却された魚艙で保存される。漁場は、太平洋か
らインド洋、大西洋までの世界全域に渡るため、その航
海期間は 1 年にも及ぶ。大西洋など、日本から遠い海
域で操業する漁船においては、日本を出港して漁場へ
移動するだけでも 1 ヶ月以上の期間を要するため、こ
の移動ロスを減らすため、スペインのカナリア諸島や
南アフリカのケープタウンなど、最寄りの基地港に漁
船を係船して、船員のみが基地港から日本までの間を
飛行機で移動する形態をとる漁船が多い。同様に、漁獲
物も外地で運搬船に移し替えて、漁船に代わって運搬
船が日本へ運んでいるため、漁船自体は日本へ戻らず、
当然、修繕などは外地の基地港で行うことになる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

筆頭者連絡先 :〒135-0034 東京都江東区永代 2 丁目 31 番地 1  
e-mail : oguri@japantuna.or.jp 

図 1. 
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一方、遠洋かつお一本釣り漁業は、文字通り、釣竿と
返しの無い疑似針を使って、人力でかつお、あるいはび
んながを釣り上げる漁業である。概ね、全長 50～60m、
総トン数 499 トン（国際トン数 741 トン）前後の大型
船を使用し、30 名前後の船員が乗船して運航している。
漁獲物は、「ブライン液」と呼ばれる食塩水をマイナス
20℃に冷却し、魚を同液に投入することにより急速凍
結した上で、マイナス 45℃の魚艙で保管される。日本
の遠洋かつお一本釣り漁船の漁場は、西太平洋であり、
遠洋まぐろ延縄漁船に比べると比較的日本に近い海域
での操業になるが、それでも 1 航海は 45 日程度であ
り、この 1 ヶ月超の航海を年に連続して 5～7 回繰り返
している。当然、漁模様が良ければ 1 航海は短くなる
代わりに、1 年間に行う航海数が増え、不漁が続けばそ
の逆になる。 

近年、日本国籍船として稼働している漁船は、遠洋ま
ぐろ延縄漁船で 200 隻弱、遠洋かつお一本釣り漁船で
24 隻である。これらの漁船総数は、最近の 20 数年の間
に 3 分の 1 から 4 分の 1 に減少している。減少要因は
廃業、あるいは、減隻した経営体によって事情が違うも
のの、大きくは収益減少と人員不足の 2 つに分けられ
る。収益減少の主要因は燃油価格の高騰、建造費・修繕
費の高騰、魚価の低迷の 3 点にあるが、魚価について
は、低迷というよりもむしろ、40～50 年前から値段が
ほとんど変わっていないことに原因がある。即ち、この
40 年間、コストが上がり続ける一方で、魚価が据え置
きになっており、この 40 年間を通じて、この漁業が儲
かる事業ではなくなったことを意味している。人員不
足は、船員自体の不足と、会社経営者の後継者の不足が
挙げられる。会社としての収益減少から、船員に支給で
きる報酬も抑制されるため、2 航海も乗れば家が一軒建
つ、或は、陸上で働く人の 10 倍もの給料が貰えた時代
は過去のものとなっている。それに応じて、新たに船に
乗って一旗揚げようとする人も減っており、同時に、そ
うした家業を継いで親に代わって漁船漁業を経営しよ
うとする人も減っている。 

 
Ⅲ. 遠洋かつお・まぐろ漁業における乗組員の現状 

前述の通り、遠洋かつお・まぐろ漁船における日本人
の就業希望者は減少しており、漁船の運航のためには、
後継者が確保できるまでの間、高齢の乗組員に継続的
に乗ってくれるようお願いせざるを得ない状況になっ
ている。日本人船員の平均年齢（船舶職員以外の部員を
含む）は、遠洋まぐろ延縄漁船で 58～60 歳前後、遠洋

かつお一本釣り漁船で 45 歳前後である。遠洋まぐろ延
縄漁船に比して、遠洋かつお一本釣り漁船の船員の平
均年齢が低いのは、かつお一本釣り漁業については、誰
でも知っている漁法であること、小学校の社会科の授
業で漁業を勉強するが、その際に、取り上げられること
が多く、また、素人でもイメージし易いことから、遠洋
まぐろ延縄漁業に比べて就業希望者が多く、また、乗船
してから「自分の想像していた漁業とは違った」という
ミス・マッチが少ないからではないかと思われる。また、
遠洋まぐろ延縄漁業に比べて、1 航海当りの航海日数が
短いことも、大きな要因ではないかと考えている。 
ただし、日本人船員の平均年齢では、遠洋まぐろ延縄

漁業と遠洋かつお一本釣り漁業で相違があるものの、
船舶職員が不足している現状については、双方の漁業
とも同様の問題を抱えている。 
なお、船舶職員が不足している現状は、漁船漁業のみ

ならず、商船でも同様と思われ、そのため、同じ業界の
仲間うち、あるいは、商船などとの間で若者・船舶職員
の採用合戦、奪い合い、あるいは、引き抜きが頻繁に起
こる状況となっている。船員にも職業選択の自由があ
ることは理解しつつも、船主が金銭的支援をして長年
育てて来た船員が、海技資格を取得させた直後に、他の
漁船・業界に引き抜かれるなど、船主の船員育成意欲を
喪失させる深刻な問題も発生している。また、海技士養
成講習会などの会場にスカウトを派遣して、これから
海技資格を取得しようとしている他の船舶の船員の引
き抜きを行おうとするなどの行為も行われている。 

 
Ⅳ. 乗組員不足の要因と課題 
漁船漁業において人手不足が発生している要因を挙

げれば、まず第一は、昔と比べて海上労働と陸上労働と
の給与差がなくなっており、漁船に乗って一儲けしよ
うという人が少なくなったからだろう。前述の通り、収
益が減少しているので、昔のように陸上の何倍もの給
料を約束して船員を集めることが出来なくなっている
からである。これに加えて、若者の一次産業、3K 職場
離れもあるかも知れない。第二に、遠洋漁業につきもの
の航海の長さがあり、就職フェアなどで、若者に声を掛
けてもこの航海の長さから、話を聞くことさえ断られ
る場合も多い。第三に、漁船漁業における労働・生活環
境改善の遅れが上げられる。ほとんどの漁船では、漁撈
作業・航海当直などが交替制で行われているものの機
械化・省人化が遅れているため、漁撈作業などの多くを
人力で行うことになる。また、生活環境でも、漁撈長、
船長、機関長、通信長等の上級士官には個室が与えられ
ているが、それ以外の船員は 2～4 人部屋が与えられて
いる場合が多い。更に、漁船には電話が備えられてはい
るものの、陸に近い海域で航行している場合は別にし
て、陸から離れた洋上では、個人所有のスマートフォン
やパソコンで自由にネット通信できる環境は整えられ
ていない。親族や友人と、いつでも自由に連絡を取り合
うことができる状況になっておらず、こうした面も、若
者が遠洋漁業を敬遠する一因であろう。船内における
Wi-Fi 環境の整備については、業界内でも情報収集・勉
強会などが行われているが、コスト面の問題を含め、一
般的な漁船での導入はかなり先になると思われる。第
四に、少子化による労働人口自体の減少、そして、第五

図 3. 
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に、情報発信や若者へのアプローチ不足があげられる。
昔のように、待っていても乗りたい若者が自分の方か
らやってくる時代は終わっており、それに対応した雇
用者側の取り組みが遅れていたことにも一因があると
思われる。漁船の規模に対して、陸上の事務所が小規模
であり、社長を含めて 2～3 人程度のごく少数の限られ
た陸上職員しかいない経営体が多いため、漁船の運航
管理に追われ、船員確保などの幅広い対応に手が回ら
ない事情もあると考えられる。 

その他、漁船漁業の場合、商船とは違い、船舶の安全
航行は当然ながら、これに漁撈作業が加わること、陸上
の管理部門が小さいこともあり、船員一人一人を丁寧
にフォロー・アップすることができていないことも要
因のひとつではないかと思われる。また、さも借金のた
め、あるいは、何らかの罰則として遠洋漁船に乗せられ
る、または、荒くれ者ばかりが乗っている暴力的な職場
といった、実態とは違ったイメージがつきまとうこと
も要因のひとつかも知れない。更には、船員が高齢化し
ており、一方で、若者の新規就業者が少ないため、若者
が船員になっても、長い航海中に相談をしたり、愚痴を
言ったりする年齢の近い先輩が同じ船内の仲間にいな
いことも大きな要因のひとつではないかと考える。 

漁船漁業における船員不足の解消のためには、上記
に挙げた問題点をひとつずつ改善していく必要がある
が、その中には、給与面や航海期間のような即座に大幅
な改善が難しいものや、逆に、情報発信や若手船員の育
成など、比較的、すぐに手を付け易い項目もあり、こう
した仕分けを行った上で、順次取り組んで行く必要が
あるだろう。 

 
Ⅴ．遠洋かつお・まぐろ漁業における現在の取り組み 

漁船漁業における採用活動は、誰かが代わりにやっ
てくれるものではなく、基本的には船主責任で行うも
のであり、これまでも、船主単位で、水産高校への訪問・
求人票の提出、あるいは海運局への求人票の提出、関係
先を通じた船員候補者の採用活動を行ってきた。また、
船主の中には、ホームページやブログ、Facebook や
Instagram などを使った PR・求人活動を行っている船主
もある。また、最近は、船主を側面支援する意味で、地
域単位での取り組みも行われており、地域において地
元漁船の船員確保を専門的に取り組んでいる組織、あ
るいは担当者も置かれ始めている。 

一方、その間、各業界の中央団体では、所管官庁への
各種支援の申し入れ、団体間の対策協議、船主への情報
提供のほか、中央団体自身における所属船主への支援
活動が行われてきた。たとえば、遠洋かつお・まぐろ業
界では、所属船の船員が海技資格等を取得し、その費用
の全部、または一部を船主が負担する場合に、その費用
の一部を助成する制度を独自に制定して船舶職員の確
保を支援するほか、海技資格試験・講習会等の開催日程
などの情報発信を行ってきた。 

また、本年 2 月には、関係省庁、漁船漁業団体、労働
組合がメンバーとなった「漁船乗組員確保養成プロジ
ェクト」と云う取り組みチームが立ち上げられ、当面の
取り組みとして、水産高等学校等の水産系教育機関等
への働き掛けを強化すべく、関係者間で連携を取りつ
つ、各校における漁業ガイダンス等が開始された。さら

に、個別の団体単位では、遠洋かつお・まぐろ漁業に係
る就業案内パンフレットを作成し各地域における活用
を促すほか、船員確保に係る勉強会などが行われてい
る。 
これらの取り組みに参加して、あるいは他業界の取

り組みを見ていて、筆者なりに感じることは、漁船漁業
における求人活動には、まず当該漁業の認知度の向上
を図る必要があるだろうということである。多くの一
般の方々は、自宅で、あるいは、レストランや寿司屋で
まぐろの刺身や握り寿司を食べてはいても、そのまぐ
ろがどうやって漁獲されたものなのか意識していない
のではないか。最近、テレビなどで大間のまぐろ漁師を
テーマにした番組が頻繁に放映されているが、恐らく
一般の多くの方々は、それ以外のまぐろ漁業をあまり
意識しておらず、日本で流通している刺身用まぐろの
うち、大間のまぐろはほんの一部でしかなく、国産・輸
入を問わず、刺身用まぐろの大部分の供給を遠洋まぐ
ろ延縄漁業が担っていることなど認識していないと思
われる。また、最近、近海かつお一本釣り漁船を追うテ
レビ番組が放送されたところ、その後、近海かつお一本
釣り漁船への就業希望者が増えたと云った話も伝え聞
いている。水産系教育機関を卒業した者を別にして、多
くの一般消費者は、自分が食べているまぐろの種類を
意識することはあっても、漁法までは意識していない
と思われ、また、当該漁業の存在すら知らないのかもし
れない。存在すら知られていない漁業への就業を希望
する者がいるわけもなく、まずは、知って貰うことこそ
一番の近道なのではないかと考えている。 

 
Ⅵ．その他の取り組み 
最近、遠洋かつお・まぐろ業界においては、漁業者、

地域組織、中央団体による小学校・高校等における出前
授業が頻繁に行われている。この動機は事業主体によ
って違いがあり、地元の若い世代に地元産業に親しん
で貰いたいなど地域発展を目的としたもの、或は、かつ
お・まぐろの消費拡大を目的とした食育の一環として
実施するものなど、その動機は様々である。いずれにし
ても、遠洋まぐろ延縄漁業がどういった漁業なのかを
説明するのは共通している。出前授業の多くは、社会科
の授業で漁業を教わる小学 5 年生に対するものが多い
が、水産高等学校の学生を対象としたものも行われて
いる。出前授業では、実物の漁具や本物の冷凍まぐろ、
船員の衣装や安全対策具、ビデオを見せたり、漁具で魚
を小学生に釣り上げさせるデモンストレーションのほ
か、小学生の興味がわくような実験をして見せたり、小
学生に質問を投げかけたり、漁獲物の試食など、事業主
体によって様々なやり方で行われている。 
こうした取り組みは、本来の目的は違えど、将来の漁

船漁業を担う可能性があるかもしれない子供たちに、
遠洋かつお・まぐろ漁業の存在を知って貰う上では非
常に意味のある取り組みであり、各方面において、今後
も継続的に実施されると聞いている。 

 
Ⅶ．将来の課題 
漁船乗組員確保養成プロジェクトが立ち上げられ、

漁船漁業界が一体となって船員確保の取り組みを開始
して、まだ、1 年も経たない。今後、この取り組みの効
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果に期待するものであるが、これまで、この取り組みの
中で多くの水産高校の先生方や学生にお会いして、今
更ながら気づいたことがある。 

我々業界として、先生、あるいは学生に、何を伝える
かということを改めて整理して、伝えることが必要で
あるということである。船主が当該漁業の説明をする
場合、漁具や航海の態様、或は給料などの話に偏りがち
だが、いかに相手に当該漁業の魅力を伝えるかを改め
て整理し直す必要があるのではないかということであ
る。人は、職業を選択する際、金銭、或は労働の態様、
それに加えて、ほかのものに代替できない仕事の魅力
に引かれるのであろうが、求人を呼び掛けている我々
自身がその整理ができていないのではないかと思うこ
とがある。例えば、「遠洋まぐろ延縄漁業、或は、遠洋
かつお一本釣り漁業の魅力は何ですか」と聞かれた場
合、多くの船主は、「自分の力で、大きな魚を一本一本
釣り上げる醍醐味」と答えるが、「他には？」と重ねて

尋ねられると、その後が続かない場合が多々ある。例え
ば、自動車の 100 倍、200 倍のものを自分の指示・操
船で動かすこと、学歴に関係なく個々の実力勝負であ
ること、補給入港のため外国の港に入ること、将来の幹
部船員として期待されていること、最低賃金は保障さ
れている一方で大漁に当たれば、新人でも 600～700 万
円の年収も夢ではないこと、乗船中の宿泊費・食費は船
側の負担で支給されるため貯蓄計画が立て易いことな
ど、求人を出す側もそうした魅力を整理の上、それを効
果的に伝えることが必要だろう。例えば水産高校への
求人であれば、学生と一番接するのは先生であるが、船
主自身が先生に魅力を伝えられなければ、先生が学生
に魅力を伝えることなど出来ないだろう。当然、良いこ
とばかりではなく、厳しさも伝える必要がある。 
私自身、それを肝に銘じて取り組んで行きたいと思

っている。
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□シンポジウム「海洋分野における若年層育成のあり方」□ 

外航船社における人材育成 

  

脇 修一 1 

1株式会社商船三井 
  

海洋人間学雑誌, 6(Suppl):26-29, 2018. 
キーワード：外航, 船員, 海技, 人材育成, キャリア 
 
 

Ⅰ. はじめに 
私は本学の前身であります東京商船大学の卒業生で

す。卒業後商船三井（当時の大阪商船三井船舶）に航海
士として入社、海上勤務・陸上勤務を繰り返し、現在人
事部に所属しています。 

海上勤務では、コンテナ船や液化天然ガス運搬船
（LNG 船）などに乗船してきました。多くの期間を陸
上勤務で過ごしてきましたので、あまり船に乗って来
たという印象はありません。 

この度は「外航船社の人材育成」とのテーマを頂きま
した。前出の小栗氏の話にもありましたが、人材育成と
は、入社してからの育成もさることながら、先ずは確保
しなければならない、今日ではこれが一番の課題と考
えています。外航・内航・水産に関わらず、この海運と
いう業界、船員への成り手があまりいない状況で、この 
少ない方々を今日ここで講演させて頂く 3 業種が取り 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

合いをしているのが現状です。 
ここでは、会社に入ってからの人材育成というより

は、目指したい方々を増やし、それぞれ皆さんが行きた
いところとマッチングが取れるようになることを目指
す上で取り組んでいることを紹介します。 

 
Ⅱ. 外航船員数の変遷 

このテーマでは、これまでのお話にもありました通
り「四方を海に囲まれたわが国の貿易に占める海上貨
物の割合」とはじまります。輸出入合計トン数ベースで
2016 年時点でも 99.6％の貿易量を海上貨物、いわゆる
外航海運が担っています。これだけの輸送を担ってい
ることを前提にこの輸送に従事する日本人船員数がど
れくらいいるのか、イメージして頂きながら次のグラ
フを見てください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 筆頭者連絡先：〒105-8688 東京都港区虎ノ門 2 丁目 1 番地 1 

商船三井ビル 
e-mail : shuichi.waki@molgroup.com 

図 1. 外航船員数の変遷 
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昭和 49（1974）年には約 5 万 8 千人いた日本人船員
が近年（平成 27（2015）年）では職員で 1790 人、部
員を含めて 2237 人となってしまいました。直近の平成
28(2016)年ではさらに減少し職員で 1765 人（部員含め
2188 人）です。 

なぜこう減少してしまったのか、ご存知のとおりプ
ラザ合意による急速な円高により大きく変わったとい
うのが歴史になります。それまで運航要員のほとんど
に日本人が携わっていましたが、円高によるコスト競
争力を失った船社は、経費を抑えるために日本人から
外国人への転換を進め、結果、急激に日本人船員が減っ
たのです。 

では、約 2 千人の外航船員がどれほど希少なのか、
日本の就業人口で比較してみます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

ここにはいわゆる士業という職業とそれに従事する
就業人口を並べてみました。公認会計士の方が約 2 万
9 千人。弁護士の方は 3 万人超え。消防士の方は約 16
万人。医師に至っては足りないといわれても約 31 万人
いらっしゃいます。外航職員・海技士は 2 千人弱です。
日本の就業人口は 6376 万人いらっしゃいますので、約
3 万 6 千人に一人、総人口で比較すると約 14 万人に一
人との計算になります。これは 1 市区町村に一人程度
で、身近で直接話を聞くことが難しいくらい希少職種
になっています。 
 
Ⅲ. 若年層の船員志望度 

では、なぜ船員が増えないのでしょう。先ほど小栗氏
の講演にもありましたが、職業認知度が低いのではな
いか、という問題です。電車、バス、そして飛行機は今
や身近な乗り物になりました。一方、船という物や単語
は知っていても職業としてはほとんどご存じない。家
でガスコンロの栓を開くとポッと火が点きますが、
LNG船で運ばれていることは教科書のどこかで見たこ
とがあっても、興味を持つたり職業にまで関心が至ら
ないほど認知度は低いのだと思います。 

もう一つは、入学時点での職業志望度の低下が挙げ
られます。 

このグラフは国土交通省が出しているいわゆる商船 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

系 2 大学 5 高専の卒業生の就職先をグラフにしたもの
です。この卒業生数は乗船実習科を卒業した人数なの
で、入学者数よりはもちろん少ないです。しかし、学校
に入る時の数字になると、2 大学定員が 300、5 高専は
定員 200と合計 500に対し応募は少ない年でも約 1700
人と 2 大学では 4 倍強、5 高専でも 2 倍強もの倍率だ
そうです。あと、卒業生数の増減に合せて船員就職数も
比例しています。 

卒業生数はカリキュラムの関係でここまでの人数に
絞られていることもありますが、実は学校を志望した
時には、船の世界は知らなくて入学して以降興味を持
ったという方もいる一方、そうではない方もいるので
はないかと思い資料を纏めてみました。 

更に、ライフスタイルへの影響も大きな要因と考え
ます。 

今やスマートフォンの時代です。これが日常的につ
ながらないことは多くの方にとってストレスなのかも
しれません。外航船の場合、衛星回線の整備で一部の船
では低容量で使える船もありますが、まだまだインフ
ラが整っていないのが現状です。また、一度乗船すれば
半年程度は乗りっぱなしとなることも良くあることで
すし、入港地では泊まっても一晩と短く上陸もままな
らないのが現状です。加え、24 時間同じメンバーでの
船内生活を考えると、陸上企業に志向してしまうのか
もしれません。これらの解決も踏まえ、船員の魅力につ
いて、学生への訴求力が我々の課題でもあります。 

これを打破するために様々な取り組みを行っていま
す。 

2016 年国土交通省、日本財団、総合海洋政策本部が
旗振りとなり「海と日本 PROJECT」というオールジャ
パンで推進するプロジェクトを立ち上げました。これ
は次世代を担う子供たちを中心に、多くの人の海への
好奇心を喚起することを目指し、海に関する様々なイ
ベントに取り組もうとするものです。外航海運では日
本船主協会を中心に各社が協力し様々なイベントを行
っています。これは、イベントの一環で、海の日に東京・
晴海の客船ふ頭に普段目にすることのない自動車運搬
船を接岸させ見学会を行ったものです。 

他にも小学校や中学校、高等学校に各社の方がまわ 

図 2. 士業に関わる就業人口 

図 3. 商船系卒業生と就職者推移 
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り、船員という職業や海上輸送について話す機会を設
けたり、スーパーマーケットの屋上などでも催しを行
ったりしています。前出の 5 高専では、学校説明会な
どの場をお借りして、これから受験される学生と保護
者の方々への説明会も実施しています。 

「J-CREW プロジェクト～やっぱり海が好き～」は
ご存知でしょうか。本日資料で配布されています「海員
8 月号」の中に「マジで航海してます」という 2017 年
夏に放送された番組の宣伝が入っています。これもこ
のプロジェクトの一環で行っているものです。このプ
ロジェクトは、全日本海員組合と国際船員労務協会が
旗振りとなり、応援大使を設け全国キャラバンを実施
したり、本や雑誌を作ったり、様々な仕掛けで船員の魅
力を中心に若者に積極的に伝える取り組みを行ってい
ます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
海や船での仕事を目指す若者の確保のために、多岐

にわたり出来ることは何でもやろう、というのがここ
最近の動きです。 

 
Ⅳ. “次世代海技者”育成 

では、次世代の海技者の育成を行っていくにあたり 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

会社は何を行っているのか。今の外航船社のキャリア
プランについてお話しします。 

今日では船を運航するだけではありません。先ほど
外航船員数の話の中で、日本人から外国人に代わって
きました、と話しました。では、もう日本人船員は要ら
ないのか。いいえ、そうではなく、船員から海技者（海
技士）に代わってきたのです。これまでは運航要員とし
て仕事をしてきた乗組員ですが、その任は外国人に代
わってきました。当社の場合、外国人船員は約 2 万人
います。日本人は乗組員としては約 300 人、率にして
2％弱ですが、この海技士は船の上では技術を磨き、陸
上ではその覚えた技術を外国人運航船の管理・監督に
生かす、つまりマネージメントを司ります。このように
海陸交互に勤務することを繰り返しながら外航船社と
して安全運航を維持しています。このキャリアパスが
結果的に今の時代の人たちには受け入れ易くなるきっ
かけになるだろうと思っています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
当社の場合、免許を持った新入社員は、最初に三等航

海士・三等機関士として船に乗ります。二等航海士・二
等機関士までは海上勤務を行います。ここで基本的な
船の生活、作業や業務を身に着けます。そして陸上勤務

図 4. 客船埠頭での自動車運搬船見学会 

図 5. J-CREW プロジェクト キャラクター 

図 6. 海陸交互勤務 

図 7. 海技士のキャリアパス 
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を経験します。一等航海士・一等機関士位になると適性
に応じて専門分野に分かれていき、船長・機関長になる
頃には海陸勤務を繰り返しながらマネージメントをす
る管理職となっていく道を基本のキャリアプランとし
ています。個々人それぞれのライフイベントや自身の
持つイメージなどによって前後することもありますし、
会社の都合によっても前後はしますが、大凡外航各社
では同じように進んでいると思います。 

ここまで免許を持って入社した方を示しましたが、
先にも触れたように成り手が十分でないことから、最
近では一般大学を卒業した方に入社後資格を取っても
らう方法も取り入れています。免許を取得してからは
同じキャリアパスを進んでいくことになります。 

 
Ⅴ. 当社での取り組み 

最後に当社での取り組みです。ここまで、成り手が少
ない、この成り手を増やす取り組みを中心に話をして
きました。このような中から折角門をたたいて入って
いただいても、途中で辞めてしまっては仕方ありませ
ん。一番は、入ってから辞めない人にするにはどうすれ
ば良いかです。そのひとつがインターンシップです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

当社では約 1 週間のカリキュラムで、会社の概要説
明に始まり、訪船、操船シミュレーターや荷役・タービ
ンプラントのシミュレーター体験、エンジン機器の開
放実習などから、いろいろな部署での陸上勤務の体験
も行っています。これに座学も加え、それぞれ体験・体
感したことを発表会を通して、学校では知り得ない生
の外航船社の姿や、扱う船や機器の大きさ、そこで行わ
れる仕事、会社の雰囲気を、ほんの一部ですがそれぞれ
に感じ味わっていただき、その上で受けていただきた
い、という願いのもと行っています。このように学生の
方々から見てマッチングを図っていただく機会とする
ことで、入社後「こんなはずじゃあなかった」というこ
との無いようにしたいと思っています。 

 
Ⅵ. 最後に 

ここまでいろいろと述べてきましたが、採用におい
ては、「優秀な方」や外航海運なので「英語が出来る方」
を望むと安易に言ってしまいがちです。しかし、一番求
められるのはタフネスかもしれません。船の技術は今
後も更に進んでいくでしょうし環境もどんどん変化し
ていくと思います。スマートフォンもいつでも使える
ようになるのは遠くないと思います。ただ、どんなに変
わっても、船が空を飛ぶわけでも、スピードが速くなり
これまで 1 か月かかった航路が 1 日になることは、船
である限りまだ考えられません。ということは、船内生
活は必ず付いてきますし、限られた乗組員と寝食を共
にしなければならない環境は当分変わりません。これ
に耐えられる人にはどうしたら成っていくのか、どう
やって見極めるのかが今最大の悩みです。昨今個人主
義になり、コミュニケーションも難しい時代になって
いますが、一番はこういった環境にも耐えれ馴染める
ような、心身ともにタフな方をどうやって育て、そして
それらを維持していくかが重要と思います。これは、外
航だけでなく、内航でも水産でも皆さん同じではない
かと思います。そういったところに至れるよう、若い方
たちに良い刺激を与えられるよう今後も活動していき
たいと思います。 

ご清聴ありがとうございました。 
 図 8. 訪船見学 

図 9. 訪船見学（機関室） 
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□シンポジウム「海洋分野における若年層育成のあり方」□ 

内航海運会社における若手船員の人材育成 

  

立石尚登 1 

1NS ユナイテッド内航海運株式会社 取締役総務部長 
  

海洋人間学雑誌, 6(Suppl):30-33, 2018. 
キーワード：内航海運, 船員, 海技者, 人材育成 
 
 

Ⅰ. 内航海運業界について 
国内各港間の輸送に従事する内航船舶全体の平均総

トン数は、10 年前に比べて約 25％増加しており船舶の
大型化による輸送効率の向上がはかられている。 

一方、内航海運事業者数は 10 年前に比べて約 25％
減少しています。国内貨物の総輸送量が横ばいまたは
漸減状態の現在、船の隻数は減少し船員数も減ってい
る。 

内航海運事業者は、3,000 社以上あるが上位 50 社の
輸送量が全体の 8 割程度を占めており、その下請けと
しての小規模事業者、「一杯船主」が多数存在している。
小規模事業者はその事業規模から後継者の確保が非常
に困難な状況にある。 

 
Ⅱ. 当社について 

当社の場合は、鉄鋼メーカーや電力会社、セメント会
社などが主要荷主であり、主な輸送品目は石灰石、鋼材
類、セメント、炭酸カルシウム、石炭灰などとなってい
る。 

当社の石灰石専用船や炭酸カルシウム・石炭灰専用 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

船の比較的新しい船舶は、船員対策として、船内居住環
境の整備にも努めており、シャワー・トイレがすべての
居室に完備している。これは将来、女性船員を雇用した
際にも設備の追加工事をしなくてもすむようにするた
めでもある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1. 弊社全体の輸送量別グラフ 

筆頭者連絡先 :〒100-0004 東京都千代田区大手町 1 丁目 5 番 1 号 
大手町ファーストスクエアウエストタワー22F  
e-mail : n-tateishi@nsu-naiko.co.jp 

図 2. 石灰石運搬船「君鉄丸」 



海洋人間学雑誌 第 6巻・特別号                                      内航海運会社における若手船員の人材育成・立石 

31 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅲ. 当社在籍船員について 

船員数については、当社には NS ユナイテッド内航
マリン㈱という子会社があり、それと合わせると約 150
名が在籍している。外航船とちがい内航船は、全乗組員
が日本人である。 

また、当社の船員の年齢構成は、50 歳以上が 26％、
40～50 歳が 18％、30～40 歳の比較的若手は 23％、18
～30 歳の若手は 33％となっており、若年船員の採用に
努めていることもあって、内航海運の会社としては比
較的若手が多い。 

ここで参考までに、一般的な内航船員の年齢構成を
みると、約 2 万名の内航船員のうち、50 歳以上が全体
の 55％を占めている状況であり、内航業界では船舶と
船員の高齢化を「2 つの高齢化」と呼んでいる。したが
って、今後については後継者となる若年層の着実な増
加が、必要不可欠な状況となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3. 居室内 

図 5. 弊社年齢構成グラフ 

図 4. 船橋内 
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Ⅳ. 若手船員の採用について 
若手船員の採用については当社の場合、その出身校

は海技教育機構（海上技術学校、海上技術短期大学校）
が 33％、水産高等学校（専攻科、本科）が 27％、商船
高等専門学校が 10％、大学（東京海洋大学、神戸大学、
東海大学）が 7％、その他が 34％となっている。 

このうち、その他というのは、一般大学や一般高校を
卒業後、船員になっている人達である。削除 

ところで船員には職員と部員があり、学生を採用す
るときに「職員でなくて部員ですか」とよく聞かれるこ
とがある。 

他社では、はじめから職員として採用しているケー
スも見られるが、当社では大学や海上技術学校を出て
いても、どの学校の出身者も全員部員として採用して
いる。 

このように部員で採用する理由として、内航海運で
は非常に航海数が多い。当社で一番多い船は、年間 320
航海を超える。入渠期間や荒天避難の日を除くと、ほと
んど毎日 1 航海している。そのため、そうした船に海
技免状を持っているとは言え、航海士、機関士として乗
船させた場合、かえって上司の負担が大きくなること
になる。 

また、部員の中には、乗船歴数十年のベテランがおり、
職員として部員を指揮する場合、部員の仕事をよく把
握していないと的確な指示が出せない。そのため、3～
4 年程度の実務経験が必要になる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅴ. 若手船員の教育について 

若手船員の教育については、学校で習ったこととと
もに、海上勤務における特殊性、特に船内で集団生活に
慣れることをまず身に着けてもらいたい。 

したがって、特別な知識は必ずしも必要ではなく、知
識的には甲板部や機関部の職員や部員としての基礎知
識があればよいと考えている。あとは練習船でも行っ
ているが操練等擬似非常事態の体験がある程度あれば
よいと思う。 

それよりも船内で一番大事なことは仕事の場がプラ
イベートな生活の場と同じ場所であるため、年齢差の
ある人ともうまくやっていくコミュニケーション能力
を身に着けることである。 

当社の入社後の教育は以下のようになっている。 
 

1. 社内教育 
A．乗船前研修 

受講対象者：新入社員（新卒、キャリア採用） 
講師   ：船舶部、総務部社員（陸員、陸上勤

務員） 
研修内容 ：乗船に対する心構え 
      船員服務規程、船務分掌 
      安全第一の心得、関係法規、社内規

程など 
B． 昇格者研修 

受講対象者：昇格者 
講師   ：船舶部、総務部社員（陸員、陸上勤

務員） 
研修内容 ：昇格後の職責に対する心構え 
      船員服務規程、船務分掌 
      担当職務の効率的遂行のためのレ

ビューと改善 
 C．入渠時安全研修 
   受講対象者：入渠中の本船乗組員 
   講師   ：船舶部、総務部社員（陸員、陸上勤

務員） 
   研修内容 ：事故・トラブル事例 
         海上法令、環境法令、安全活動計画 
 D．入渠時勉強会 
   受講対象者：入渠中の本船乗組員 
   講師   ：船舶部、総務部社員（陸員、陸上勤

務員） 
   研修内容 ：船員・社会人としての心構え 
         荷役設備について 
         海難事故への対応・処理について 
2. 社外教育 
  A．甲板部 
    BRM 訓練（海技教育機構） 
    航海計器研修（東京計器） 
    ECDIS・レーダー・AIS・無線機器・ジャイロ

コンパス・オートパイロット 
  B．機関部 
    配電盤・始動機器・計装盤研修（JRCS） 
    デイーゼル機関の基礎・運転・保守他（ダイハ

ツデイーゼル） 
    排ガス規制・燃料油・潤滑油・非破壊検査・工

場見学（阪神内燃機工業） 
    デイーゼル機関の燃焼・作動原理。機関分解組図 7. 出身校グラフ 

図 6. 内航船員の年齢構成 
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立て実習等（ヤンマーエンジニアリング） 
 
等々、入社後の研修も比較的充実していると思うが

船員の仕事は実際に乗船して仕事をしながらスキルア
ップを図ることが大事である。いわゆる OJT によって
覚えることのほうが圧倒的に多く、3 年、5 年、10 年と
海上生活を続けることによって自然と身についていく
ことが多い。 
 特に荷役関連の仕事については船の種類により内容
がまったく異なることがある。 

そのため入社後に、どれだけ本人が努力してスキル
を身につけたかにより仕事の出来不出来が違ってくる。
学校の成績と船員の仕事のスキルは必ずししも比例し
ない。 
 
Ⅵ．会社が求める人材について 
 当社が求める人材は、他社も共通だと思うが特にコ
ミュニケーション能力のある人材である。最近は大学
も高専も全寮制ではなくなり寮に入っていない学生は
自宅や下宿から通学するので中にはコミュニケーショ
ンをとりづらい学生も見受けられる。 
 その点、昔の大学や高専で学んだ人のほうが、必ず寮
に入るという制度だったため、何かと辛抱強い面や上
下関係にうまく対応できる等そうした要領が自然につ
いていたように思う。 
 ところが今は必ずしも入寮する必要もなく、核家族、
パソコン、スマホの普及等でヒトとのコミュニケーシ
ョンを取る機会が減っている。そのためまず、明るく元 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

気に挨拶が出来る習慣、意識して人と接し、気軽にいろ
いろな人と会話が出来る力を身につけることが必要で
ある。 
 
Ⅶ．船員の向き不向きについて 
 最後に、これはあくまで私的な意見であるが、船員に
は、融通が利かない人や真剣に悩んでしまうような人
はあまり向かない。現に融通が利かない学生ほど比較
的早く退職する。これは何でも真剣に取り組みすぎて、
行き詰まってしまうためかもしれない。 
 船という職場は家族から離れ、友人からも離れ、ある
意味で孤独になれることが必要な職場である。 
厳しく注意されたときなど、「自分はダメな人間だ」

とか「あの人はイヤな人だ」などとネガテイブに受け止
めると後ろ向きの心がどんどん増幅していく。 
 陸上の会社では 9 時から 5 時で仕事から解放され、
土曜、日曜の休みもあり、いろいろ気分転換を図る機会
があるが、船には逃げ場がない。一方、性格というもの
は簡単に変えられるものではない。 
 そこで新人船員にアドバイスするとしたら、少しだ
け自分から心を開き他の船員と話すことを勧める。肩
の力を抜いて人と話をすると、たまっているものが発
散されるし、話を聞いてもらうだけでも心が軽くなる。 
 いずれにしても、船員というのは経験がものをいう
職場なので、学力よりも 1 年長くいれば 1 年実力が伸
びるし、2 年長くいれば 2 年延びる。性格的には明るく
ておおらかな人が長続きしやすく、船員という職業に
向いていると考えている。 
 



編集後記 

今回お届けする海洋人間学雑誌第 6 号特別号は、第 6 回大会の基調講演及びシンポジウムにおけるご

講演を掲載しました。 
学習指導要領の改訂に伴う地理教育等における「海洋教育の方向性」をテーマとした文部科学省主任

教科調査官である髙橋氏のご講演は非常に興味深いものでした。また、海洋における人材確保と若年層

育成についてのシンポジウムは、教育現場及び労働現場それぞれにおける現状と課題を明確にすること

ができ有意義なものでした。 
編集作業に追われる 2 月、冬の平昌オリンピックが行われていました。ノルディック複合、ジャンプ、

スノーボード、スケート、カーリングなどで多くの日本人選手が活躍し、感動を与えてくれました。こ

れまでには無かったスノーボードのビックエアーという新種目を目にして、「こんな種目があるんだ…」

という驚きと、「これは絶対にできないな…」という思いから、あらためて「観戦するスポーツ」・「す

るスポーツ」の違いを認識しました。2 年後の東京オリンピックでは、サーフィン、セーリング、オー

プンウォータースイミングなど、様々な海での種目が実施されます。本学会に所属する会員の多くは、

何らかの形で海にかかわっています。我々は、海での活動の安全な実施のために「支える」ことで協力

をすることが求められるでしょう。 
最後になりますが、本号の発行にあたり、ご協力頂いた関係各位に深く御礼申し上げます。また、本

学会は、多分野の研究者において構成されていることから、人文社会科学、自然科学の研究者が混在し

ています。来年度には、引用方法等、投稿規定の見直しを検討しております。 

（松本秀夫） 
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